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　 この報告書 は,日 本 自転車 振興会 か ら競輪収 益の一部で あ

る機械 工業振 興 資金の補助 を受 けて昭 和55年 度 に実施 した

「産業別情 報拠 点 の育 成に関 する調査 研究」 の成果 をと りま

とめた もの であ ります。
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は　　じ　 め　 に

　 我 が国の経済社 会 にお ける情報 システ4化 の1つ の方向 として産業 情報の整備

と情 報 流 通 の た めの ネ ッ トワー ク形 成 が あげ られ ま す。 と くに産 業 団 体 に お け る

主 要な機能 で ある情報活動 が,産 業情報の中核的 な システム と して位置 付 け られ,

多様 化 す る産 業 環境 に対 応 して適切 な役割を発 揮す る ことが期 待 され てい ます。

　 当協 会で は,産 業 情報拠点 と しての産業団体にお ける情報機 能の育成 充実 を 目

的に,昭 和53年 度 か ら3カ 年 計画 で調 査研究 プ ロジェク トを実施 い た しま した。

　 昭和53年 度は,主 要 団体 の情報 ニ ーズ調査 と情報拠点 の基本 構想 をとりま と

め,54,55年 度 は,産 業情 報拠 点の具体的 なアプローチ として情 報 ニ ーズ調査結

果 及び団体 の準備体制 を勘案 して6団 体 を対 象 としたパ イロ ッ トシス テムの研究

開 発 と海 外 産 業 情 報 の入 手 についての調査 を行 い,最 終年度 に は と くに,11団

体 を中心 とした情報 ネ ットワー ク構想 を事例 と して,情 報 ネ ッ トワーク形 成の基

本構想 を と りま とめ ま した。

　 最後 に,調 査 に ご協力 を頂 いた産 業団体各位及 び産業別情報拠点 育成調査 委員

会 委員に感謝 す る次第 であ ります。

ー

f

甘

昭和56年3月

財団法人　日本情報処理開発協会

　会 長　　上　野　幸　七
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1 調　査　概　要

1.1　 背景 一 産 業 の情 報化 一

■

　 我 が国の産業界 で は,国 際経済環境 の変 化,国 内市場 の激化 な どに対処 して,

産 業の情報化 や知 識集約化 が急速 に推 し進め られ ている。

　 近 時 と くに,マ イ ク ロエ レク トロ ニ クス技 術 と 自社 技 術 の 組 合 せ に よ る製 品 の

高 付加 価値 化 と と もに ・産 業 ロ ボ ッ トやCAD/C　 AM')eな どの 導 入 に よる生 産 の シ

ス テム 化 が著 し い。 一方,経 営 環 境 も,国 内 の需要 動 向 ,消 費 者 ニ ー ズ,省 資源

・省 エ ネ ル ギ ー等 の問 題 と と もに
,国 際 市 場 動 向,相 手 国 事 情 等 の ほか 国 際 的 な

政治 の動 向 が直 接 的 間 接 的 に重 大 なか か わ りを有 す る よ うにな っ て き て いる。

　 この よ うな情 勢 にあ って,産 業 団 体 は,当 該 産 業 に お け る政 策課 題 の解 決 にあ

た る と と もに,会 員 企 業 の プ ラ ンニ ン グ シ ステ ムに 的 確 な 情報 を 提 供 す る こ とが

重 要 に な って きて い る。 こ のた め には,産 業 団 体 に お い て,的 確 で信 頼 性 の あ る

デ ー タを集 積 し,高 度 な加 工 分 析 に よ る利用 が要 件 とな る。既 に,産 業 団体 には,

自主 統 計 や政 府 報 告,他 団 体 との 情 報 交換 等 に よ り,長 い 間 に わ た っ て,多 種 類

の 資料 や デ ー ダが 多量 に収 集 され保 管 され てい る。 これ ら資 料 や デ ー タの 整 理 と

と もに ・今 後新 た に 集積 され る情 報 を 合 せ て,有 効 活用 を 図 る必要 が あ る。 と く

に,共 通 に使 用 され る基 本 的 な産 業 情報 の加 工 提 供 は,会 員 企業 に とっ て ,プ ラ

ン ニ ン グ情報 の基 本 デ ー タ収 集 の効 率 化 と と もに,そ の経 済 的効 果 は 大 きい
。

　 こ の よ うな ・産 業 の 情 報 化 に お い て ・ これ を支 援 す る道 具 と して,情 報 処 理 技

術 や各 種 機 器 の 進展 が あ る。 高性 能 な コ ン ビ。ユ 一 夕や多種 の ソ フ トウ ェアを 通 信

回線 で 接 続 し,オ ンラインで の使 用 が可 能 とな る と と もに,一 方 に お い て,特 別 な

専 門 知 識 を 要 さな くて も容 易 に使 用 で き る コ ン ピ ュ ー タが低 価 格 で供 給 され る よ

)e　CAD(Computer　 Aided　 Design)とCAM(Computer　 AidedManufactures)
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うに な っ て きて いる 。 さ らに は,日 本 語 情 報 処 理 シ ステ ム につ い て も,各 種 の も

の が 登 場 し,文 書 情 報 の取 扱 い が可 能 とな っ て きた。

　 また,情 報 処理 産 業 の 充 実 に よ り,情 報処 理 や ソ フ トウ ェア開 発 と と もに,デ

ー タベ ース提 供 サ ー ビ スに お い て ,産 業 界 の ニ ー ズに 対 応 で きる よ うに な っ て き

た。

　 これ らの 情報 処 理 基 盤 整 備 に 伴 い,既 に,先 進 的 な団 体 に お い て,コ ン ピ ュ ー

タの利 用 や外 部 デ ー タバ ン クを活 用 し,産 業 情報 の 集 積 と と もに加 工 処理 を 行 い,

内部の調 査 資料 や会員企業への提供 な どに よ り,有 効 な評価 を 得ている。

1.2　 目 的

　 本 プ ロジ ェ ク トで は,産 業 団体 を産 業 別 情 報 拠 点 と して位 置 づ け,そ の 育 成 に

つ いて の 方 策 と問 題 点 を 明 らか に す る と と もに,情 報 ネ ッ トワ ーク化 の 基 本 構想

を作 成 し,今 後 の ガ イ ドラ イ ン とす る こ とを 目 的 に調 査 研 究 を 行 った 。

　 産 業 団体 は,産 業 情 報 の 発 生 源 に近 く,収 集 管 理 に容 易 で あ り,と くに業 界 動

向 や 内容 に詳 し く,産 業 情 報 の 分 析能 力 を 有 す る。 団 体 が 作成 す る自主 統 計 は.

何 よ り業 界 の 動 向 を 的確 に 示 す 有 意 性 の あ る デ ータが 提 供 され る と しての 高 い評

価 が あ る。 この よ うな理 由 か ら産 業 別,専 門 領域 別 に産 業 団体 を 情 報拠 点 と して

位 置 づ け る もの であ る。 また,一 方 に集 中 型 で 巨 大 な デ ー タ バ ン クを構想 す る考

え もあ るが,産 業 情 報 の 対象 範 囲 が広 く,多 量 に わ た り.技 術 的に も困 難 で あ り,

現 実 的 で な い。 この た め,本 プ ロジ ェ ク トでは 分散 型 を基 本的 考 え方 と して,専

門 領域 ご との 情報 拠 点 を 育 成 し.こ れ らの 普 及 充 実 に伴 っ て,発 展 的 に 情報 ネ ッ

トワ ー ク化 を 図 るこ と とした。

1.3　 実 施 経 過

本 プ ロ ジ ェ ク トは,昭 和53年 度 か ら3カ 年 間 に わ た って 実施 した 。実 施 経 過 の
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概 要 は以 下 に 示 す。

(1)全 体 計 画概 要 は,図1-1に 示 す とお りであ る。

② 　 実施 体 制 は,図1-2に 示 す とお りで あ る。

　 　 本調 査 を実 施 す るた め,「 産 業 別 情 報 拠点 育成 調 査 委 員 会 」 を設 け,全 体 計

　 画 及 び 実施 方 法 な らび に 実 施 結 果 の検 討 を行 った 。 また,情 報 ニ ー ズ調 査 協 力

　 団 体 及 び コン ピュ ータ利 用 先 進 団体 に よる 「懇 談 会 」を 設 置,調 査 内容 の 評 価,

　 実 施 方 法 に対 す る ア ドバ イ スを 頂 き,実 際 に直 接 利 用 可 能 な成果 を得 る よ う努

　 力 した 。

　 　 調査 研 究及 び シス テ ム開 発 を行 う具 体 的 な ワ ー キン グ ・グ ル ー プ と して,次

　 の グ ル ー プを お い た 。

　 ・パ イ ロ ッ ト ・シス テ ム研 究 開 発 グ ル ープ

　 ・海 外 情報 調 査 ワ ー キ ン グ ・グ ル ー プ

　 ・ネ ッ トワー ク形 成 調 査 ワ ーキ ン グ ・グ ル ー プ

　 　 また,産 業 別 の 情 報 ニ ー ズ調 査,パ イ ロ ッ トシス テ ムの 外 部 仕 様作 成 及 び デ

　 ー タ整備,海 外 情 報 調 査.制 度 問 題調 査 等 に つ い て は,産 業 団 体 等 に業 務 委 託

　 や調 査 依 頼 を行 って 実 施 した 。

(3)産 業 別 情 報拠 点 育 成 マ ス タ ー プ ラ ン基 礎 調査 は,コ ン ピュ ー タ利 用 及 び 情 報

　 整 備 の 先進 事例 を も って マ ス ター プ ラ ンの参 考 に 資 す る た め,(社)日 本 鉄 鋼 連

　 盟 に調 査 を 委託 し た 。

(4)産 業 別情 報 ニ ーズ調 査 は,主 要 産 業 に つ い て,産 業 の 特 徴 と団 体 の 役 割,産

　 業 政策課題 と利用 情報 ・お よび 情報処理の状況を ・表1二1に 示 す10の 団体

　 に委 託 して と りま と めた 。

⑤ 　 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テム の開 発 研 究 は,情 報 .ニー ズ調 査 協 力 団体 の うち よ り,

　 コ ン ピ ュータ利用 及 び デ ータ整 備 につ いての 条件 が 整 った 団体 を 対 象 に,昭 和

　 54,55年 度 の2カ 年 に わ た り各 年3団 体 ず つ計6団 体 に つ い て実 施 した 。

(6)海 外 情報 に関 す る基 礎 調 査 は,情 報 ニ ー ズ調 査 団 体 の 協 力 を得 て,昭 和54

　年 度 は,米,英,仏,西 独,ル ク セ ン ブ ルグの5カ 国 に.同55年 度 は 米 国 に
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・政策扉題 と必 要情 報

・'一 夕の利用状況
・情報島点 としての方針 と

今後の原題

(昭 和53年 度)
　マスタープう ン基礎頂歪

　く 日本 鉄飼連盟委託 〉

データベースの形成に関する制度的鰭問題の検討

ステップ1
・情 報拠 点 としての鉄連の役割
・外部情報の入手利用

・海外情報入手の現状
・情 報の管理に関す る検討

　　　(昭 和53年 度)
鹿 栗 別 情 報 拠 点 育 成 基 本 構 租 の 作 成

スチクプ2

一

命

ー

〔

(昭 和54'年 度)
　3団 体の パイロット・シス,ム の研究 ・開発

■システム設計 ・68発

・内廓 デー タの口偏

・通用実験

(昭M54年 度)
海外 情 報 に関 す る基 礎口 査

　 　　　 (米 国 ・欧州へ実地調査)

・入手 可能な而外商築情 鰍の内容

・入手の原 の媒 体様式.タ イ 《ング.

　条件,そ の他 　　 　 　　・

(昭 和55年 度)
梅外情報に関す る基礎調査
　　　　　　　　̀ 米田へ爽地淵薮)

(昭 和54年 度}

　 データ ベースの 形成1ζおけ る制度的
踏問題の検討

・統計法

・データの作成縦及 び購入者の爾3者 へ

の再提供の閥囲
・その他

(昭 和55年 度)

　3団 体(54年 度 の3団 体 を除 く)の パ イロ
　ッ ト・システムの研究 ・開発　　　・

(54.年 度 と同 様)■,

●

・産 糞情 報 の整 備

.共 通7プ リケーシ・ンプ0グ ラムの整備

_　 _　 _　 　一　　一 　　一 　　一 　　一 　　一 　　一 　　一 　　一 　　一 　　一 　　一　　一 　　一 　　一 　　一 　　一

(　54年 度 と同 様)

(昭 和55年 度)　 　　　　　　"　 　
国 内 及 び 廓 外 ネ ッ ト ワ ー ク 形 成 の た め の 基 本 構 短 の 作 成

一 　　一 　　一 　　　一 　　一 　一

.官 庁 統計(磁 気 テ ープ)の 有効 利用 法 の日 立

・情 報 の入 手 ・提供 ・再提 供等産 頚情 報の流 通 の ための ルー ルの明 田化

将 来 像

各 塵 藁団 体 の情 報 拠 点 化

・連繋 情 報の 盛髄 とデー タ ベー ス化

・情 報処 理鬼能 の 強 化

政 府 ・ 産 泉 団 体 ・ 海 外 団 体 等 の 協 調.情 報 施 通

産 鍵 田 情　聞
ネットワークの形成

政 府 塵 戴 閥 情 報
ネットワークの形成

梅 外 面 簾 情 報
ネットワークの形成

匝 藁 情 報 卓 ツ ト ワ ク の 形 成
∫

図1-1 全体計画の概要
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産業別情報拠点育成調査委員会 懇 .談　会

パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム研 究 開 発 ワ ー キ ン グ ・ グ ル ー プ

!(昭和54年 度〉　　　　　　　　と昭和55年 度〉

[1ぜ 　 1三三ll:・
海外情報調査ワーキング ・グループ
l　　　　　　　　　　　　　　　　　 I
〈昭和54年 度 〉　　　　　　　　〈昭和55年 度〉

　欧州調査　　　　　　　　　　　L米国調査

ヒ　米 国調査
ネッ トワ ーク形成調査 ワーキ ング ・グルー プ

委託 ・依頼 調査

1
〈 昭和53年 度 〉

[

　 産業 別 情報拠点育成 マス タープ ラ ン基礎 調査　 ((社)日 本鉄鋼連盟)

　 産 業別 情報 ニ ーズ調査　 (表1-1　 10業 種10団 体)

　 昭和54年 度 〉

一産 業別情報拠点に関す る調査

　　 (1)パ イロッ ト・システムの外部仕様 設計　 (表1-1　 3団 体)

　 　 (2)海外 情報に関す る調査　 (表1-1　 4団 体)

一データ ベースに関 す る制度 問題調査　 (㈱ 旭 リサ ーチセ ンター)

〈 昭和55年 度 〉

　産 業別情報拠点に関す る調査

　　 {1)パ イ ロッ ト・シス デムの外部仕様 設計　 (表1-1　 3団 体)

　 　 {2)海外 情報に関 す る調査　 (表1-1　 2団 体)

　 産 業別情報 拠点 ネ ッ トワーク形成事例調査　 (表1-1　 11業 種)

図1-2　 実施体制

　　　 　 一5一



　 　 　 .

表1-1　 産業別情報拠点育成調査 の委託及 び協力団体

よ
|

% 団　　　　　　　　体 業　　　　　種

53年 度 54年 度 55年 度

ニーズ調査

パ イ ロ ッ ト

・シ ス テ ム 海　　外

パ イ ロ ッ ト

・シ ステ ム 海　　外
ネ　 ッ　 ト

ワ　ー ク

1 日本機械輸出組合 プ ラ ン ト輸 出 ○ ○ ○ ○

2 (社)日 本事務 機械工業会 事務 機 械 ○ ○

3 從 日本産業機械工業会 建設 機械 ○ ○

4 ㊨ 日本電子機械工業会 電 子 機 器 ○ ○ ○ ○

5 (社)日 本 電子工業振興協会 コ ン ピ ュ ー タ 、 ○ ○ ○

6 (財)日 本 エ ネル ギ ー経 済 研究 所 石油精製/エ ネルギー ○ ○ ○ ○

7 日 本 化 学 工 業 協 会　　　　, 化学 工 業 ○ ○ ○

8 日 本繊 維 協 議会 繊　　　維 ○ ○ ○ ○

9 (社)セ メ ン ト協 会 セ メ　ン　ト ○ ○ ○

10 全日本印刷工業組合連合会 印　　 　刷. ○ ○

11 (社)日 本 鉄鋼 連 盟 鉄　　　鋼

マス ター

プラン

基 礎調 査

○ ○

'

　 　 　 　 　 　 　 σ　　　　　　　　　　　　　　　　　,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　'　　　　　　　　　　　　　　　　　・
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　 調 査 チ ームを 派 遣 した 。

(7)デ ー タ ベ ー スの 形 成 に 関 す る 制度 的 諸 問 題 調査 に つ い ては,㈱ 旭 リサー チ セ

　 ン ター の協 力 の も どに,有 識 者 の ご意 見 及 び レポ ー トを頂 い て ま とめ た 。

{8)産 業 別 情報 ネ ッ トワー ク形 成 の 基 本 構想 は,個 別 産 業 の ネ ッ トワ ー ク構想 を

　 ベ ース に,全 体 構 想 を と りま と め,産 業 別 情報 拠 点 育 成 の最 終 目標 とした。

1.4　 調 査 の 成 果

'

　 産 業団 体 に お け る情 報 処 理 体 制 の 整 備 を 通 じ て,産 業 別 情報 拠 点 の 育成 を 図 る

こ とを 目的 と した 本 プ ロ ジ ェ ク トは,3カ 年 にわ た る調査 研 究 の 結 果,多 くの 成

果 を 得 た。

(1)産 業 団体 で は,情 報 ニ ー ズ調 査,パ イ ロ ッ トシ ス テ ムの 研 究 開発 に参 加 して,

　 産 業 別 情報 拠 点 と して の 役割 の 重要 性 を認 識 した。　 　 　 　 　 　 ^

　 　 従来 か ら,産 業 団体 の 活動 そ の もの が,会 員 企 業 と政 府,関 連 産 業,国 民 と

　 の 間 に 立 っ て,1つ の 情 報 活 動 と して位 置 づ け られて い た 。産 業 別 情 報 拠 点 の

　 構 想 は,多 種 多 様 な情 報 や デ ー タ を論 理 的 に 整理 し,加 工 分 析 して 産 業 団 体 の

　 政 策課 題 に対 応 した意 思 決 定 の た めの 情 報 を提 供 す る もの で あ る。 換言 す るな

　 らば,有 効 な 情 報 の 整 理 分 析 に よ り,従 来 の 情 報活 動 を 高 度 化 す る もの で あ る

　 とい え よ う。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '　 　 　 　 　 　 　 ・

　 　 プ ラ ン ト輸 出,事 務 機 械,電 子 機 器,建 設 機 械 産 業等 は ・輸 出 比 率 が 高 く,

　 対 象 品 目 が 多 い,と い った こ とか ら,内 外 の市 場 に関 す る広 範 ・正 確 な 情 報 を

　 収集 す る体 制 を 整 備 す る こ とが急 務 と され る。 収集 す る 情報 に つ い ては,各 産

　 業 に よ っ て異 な るが,共 通 的 に は,会 員 企 業 に基 本 的 に役 立 つ 情 報 で,ど くに

　 ニ ー ズに 合致 した デ ー タの開 発 を進 め,指 標 作 成 の方 法 論 を確 立 す る こ とに 目

　 標 が お か れ て い る。 また,関 連 業界 や 海 外諸 団体 との 情報 交 換 ネ ッ トワー クに

　 対 す る ニ ー ズ も高 い。 事 務 機 械 業 で は,部 品 メ ー カ団体,需 要 者 団体 との 情報

　 交 換,プ ラ ン ト輸 出産 業 で は.'メ ーカ.エ ン ジ ニ ア リン グ,商 社,金 融 等 の関
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　連 団 体 間の 連 携 の 強 化 と情 報 収 集 の 分業 体 制 を進 め よ う とす る もの で あ る。

　 　 ま た,コ ン ピ ュー タ産 業,化 学 工 業 で は ・技 術 革 新 が 著 し く,現 段 階 で は,

　 国 内 市 場 に重 点 が お か れ て い る が,技 術 や製 品 化 は,国 際 的 レ ベ ル での 競 合 が

　 必 要 と され,情 報 の 収 集,利 用 も海 外 の 先 進 的 な もの が主 体 とな る。 需 要 は 国

　 内が 対 象 で,供 給 が海 外 か らと い う形 態 の典 型 的 な もの と して,石 油 精 製 産 業

　 が あ げ られ る。 と くに,国 際 経 済 情勢 と原 油の 国際 的流 通 に関 す る情報,国 内

　 経 済 情勢 と石 油 製品 需給 に関 す る 情報 等 の 収 集 と 分 析体 制 の 確 立 が重 要 であ る。

　 　 ま た,需 給 が国 内市 場 に 主体 が お か れ る セ メ ン ト業,印 刷 業 で は 需 要 情 報 ・

　 繊 維 業 は 消 費 者 ニ ーズ情 報 に つ い て,基 本 的 な もの を 収 集 整 備 し,会 員 企 業 に

　 キ メ細 か く対 応 して い く考 え方 であ る。

(2)産 業 別 情報 拠 点 の 育 成 に あた っ て,先 進 事例 と し て,日 本 鉄 鋼 連 盟 に おけ る

　 鉄 鋼 情報 シ ステ ム を と りあ げ,そ の 発 展 過 程 と効 果 に つ い て示 唆 に 富 ん だ資料

　 を 得 る こ とが で きた 。

　 　 と くに,コ ン ピュ ー タの 利 用 や デー タ整 備 は,団 体 内部 に お け る統 計 ・調 査

　 の発 展 と して,ま た,鉄 鋼 業 界 に お け る プ ラン ニ ン グ情 報 の 処 理 体 制 の 合理 化

　 ・シ ス テム 化 を 目 的 と して行 わ れ た 。 この 結果,団 体活 動 に お け る情報 の検 索

　 や 会 員 企 業 へ の 情報 提 供 に タ イ ム リ ーに 適 応 で きる よ うに な る と と もに,多 様

　 な 団 体 業務 量 の 増 加 に対 し,省 力 化 が 図 られ て い る,等 の 効果 が 得 られ てい る。

(3)パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ムの研 究 開 発 に よ っ て,自 主 統 計 の デ ータ整 備 が進 む と

　 と もに,集 計用 プ ロ グ ラムを開 発,実 用 的 な出力 結 果 が 得 られ た。 さ らに,こ

　 れ らの う ち,日 本 機 械 輸 出 組 合,(社)セ メン ト協 会,(社)日 本 電 子工 業振 興 協

　 会 に お い ては,自 主 運 用 に 入 った。 と くに これ ま で,コ ン ピ ュ ータ利 用 に つ い

　 て,未 検 討 で あ った 団体 で は,パ イ ロ ッ ト ・シス テ ムの 開 発 に よ って,試 行 的

　 と は いい なが らも,目 に 見 えた形 で 具 体 的 な 出力 結 果 が 得 られ た ことに よ り・

　 実 用 性 の確 認 と評 価 が で き,団 体 内部 に お け る全 体 シ ス テ ム の検 討 に着 手 す る

　 に至 った効 果 は大 きい と言 え る 。

　 　 また,パ イ ロ ッ トシ ス テ ムに お け る デ ー タ整 備 は,共 通 の デ ー タ ベ ース管 理
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用 ソ フ ト ウェ ア を使用 して行 っ て い るた め,個 別 団 体 に お け る各種 デ ー タを 論

理 的 に1つ の デ ー タ ベ ース と して保 管 し,あ らゆ る業務 に デ ータを 組 合せ て 利

用 で きる の は も ちろ ん の こ と,複 数 団 体 間 で デ ータの 相 互 利用 を 図 る場 合に お

い て も,特 別 な変 換 手 続 を要 さな いで 可 能 で あ る。 これ は.今 後 の 産 業 別 情 報

ネ ッ トワ ークの形 成 に お い て,技 術 的 に考 慮 す べ き基 本的 要 件 と言 え よ う。

　 パ イ ロ ッ ト・シス テ ムの 研 究 開発 に参 加 した 団 体 お よび 対 象 業 務 は.表1-

2に 示 す とお りで あ る。

　　　　　　 表1-2　 パ イ ロ ッ トモ デ ル シ ス テ ムの研 究 開 発

φ

研究開発年度 団　　体　　名 対象業種 デ　ー　 タ　 の　種　類

昭和54年 度 日本機械輸出組合 プ ラ ント輸出 OECD貿 易 統計(磁 気 テープ)

自主統計(プ ラント輸出成約実績報告票)

(社)日 本 電 子 電子機器 通関貿易統計(磁 気テープ)

機械工業会 生産動態統計

自主統計(受 注実績)

日本繊維協議会 繊　　維 消費者情報

昭和55年 度 (社)セ メ ン ト協会 セ メ ン ト 自主統計
・生産 ・出荷 ・在庫高月報

・都道 府県別 ・需要 部門別 ・販売高月報

・都道府 県別 ・種類別 ・販 売高月報

(社)日本電子工業 コ ン ビ。ユ 一 夕 自主統計

振興協会 ・ ミニ コ ン ピ ュ ー タ 出 荷 統 計

・オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ 出 荷 統 計

・周辺 ・端末装 置の 出荷 統計

(財)日 本エネルギー エ ネ ル ギ ー カ ントリー ・リスク分析の ための文章情

経済研究所 報
(海 外 紙誌50誌)

o (4)海 外 情報調査 の結果,海 外 情報 の入手 ・'交換 に ついての ルー トを開 拓,海 外

　 との ネッ トワーク化 の道 が開かれ た。 また,海 外の主 要機関 にお ける産 業情報

　 の収集 ・利用 につ いての先進事例 お よび情報 サ ー ビス業者の提供条件 を調査 し,

　 情報拠 点の育成に 有益 な情報を入手 した。

　　 具体 的には,主 要国 におけ るプ ラン ト輸出入状況の把握 に資す るため・OE

　 CD(経 済協力開発機構)貿 易統 計磁気 テープの有 償入手,英 国鉄鋼統計局 との
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　 間 での 磁 気 テー プデー タの交 換 及 び アメ リカ 合衆 国 連 邦 政 府 エ ネル ギ ー局 と エ ネ

　 ルギ ーバ ラ ン ス表 の 交 換 に つ い て検 討,一 応 の 合意(そ の後 一部 実行 の 運 び と

　 な った)に 達 した 。

　 　 ま た ・先 進 事 例 と し て は,消 費 者 情報 に つ い て,マ ーケ ッ ト ・リサ ーチ 社 の

　 繊 維 品 消費 者調 査 の 全 国 パ ネ ルの 実 施 方 法,磁 気 テ ー プ デ ー タに よる提 供 内容

　 及 び条 件 を 把握 した こ とが,そ の 一例 で あ る。

㈲ 　産 業別 情報 拠 点 と して,必 要 な 情報 を 入 手 す るた めの基 本 的 な 情 報 ネ ッ トワ

　 ー クに つ い て 構想 した 。 ネ ッ トワー クは,図1-3に 示 す よ うに産 業 間,政 府

　 一産 業 間,海 外 情報.の 各 ネ ッ トワ ー クに 類 型 され る。 これ らの ネ ッ トワ ー ク

　 は,内 外の 産 業 情報 や 政府 情 報 な ど 共通 的 に 利用 す る可 能 性 の 高 い情 報 に つ い

　 て.産 業 団 体 に お け る情 報 拠 点 の 普 及 ・充 実 に伴 っ て,発 展 的 に ネ ッ トワー ク

　 化 し,情 報 流 通 を 図 る考 え方 を基 本 とす る もの で あ る。 と くに,関 連 す る団 体

　 や 政府 との間 で は,デ ータ整 備 に つい て相 互 補完 関 係 の 維 持 が重 要 で あ り,情

　 報 ネ ッ トワー クは,こ れ らに 応 じ る最 適 な 仕 組 に な り得 る もの と考 え られ る。

篇㌫

/

④政 府一直集団

情 報ネ7ト ワー ク

図1-3　 産 業 情報 ネ ッ トワ'Lク の 類 型
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(6)調 査 研 究 の 結 果 と して,表1-3の 報 告書 及 び資料 を作 成 す ると と もに,産

　 業 団体 を 始 め と し て,各 界 に 提 出 し,情 報 拠 点 形 成 の 参考 に資 す る こ と と した。

表1-3　 報 告書及び 資料

昭
和
五
十
三
年
度

昭
和
五
十
五
年
度

・産 業別 情報拠点育成 に関 する調 査研究報告書

　 一 産業別情報拠点育 成のた めの基本構想 一

・産 業 別情報拠点 育成 マス タ ープ ラ ン基礎調査 報告書

●産 業別 情報 ニーズ調査報 告書(10種)

=麟 難 ㌶空 調器'　つ

・産 業別情報拠点の 育成に関 す る調査研究報告書

(付 属資料)

　 産業 別情報拠点 パ イ ロ ッ ト・モデル ・システム入出力様式集

　　　　　　　　　　　　　　 (プ ラン ト輸出,電 子 機器,繊 維)

・産業別海外 情報 に関 する基礎調査報 告書

・産業 別情報拠点 の育成 に関す る調査研究報告書

・産 業別 情報拠点パ イロ ッ ト ・システム研究開発 報 告書

・産 業別 海外情報 に関 す る基 礎調査 報告書

・産 業別 情報拠点 ネ ッ トワーク構想 事例集

■
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2.情 報 拠 点 育 成 の ア プ ロ ーチ

2.1　 基 本 的 な 構 想

　 情 報 拠 点 を 育 成 す る基 本 的 な構想 は,目 的 で も述 べ た とお り,「 産 業 団体 に お

け る 情報 機 能 の 拡 充 を通 じて,そ れ ぞれ の産 業 界 に お け る意 思 決 定 レ ベ ルの 情 報

需 要 を 満 た し,以 っ て,産 業の 情 報 化 を 図 る」 と い う構 想 の具 体 化 で あ る。

　 そ こで,第1の ア プ ロ ーチ は,産 業 団 体 に お け る産 業 政 策課 題 と情 報 利 用 ニ ー

ズの 把 握 で あ り,利 用 す る情報 や デ ー タの コン ピ ュー タに よる加 工 及 び蓄 積 の 可

能 性 の究 明 で あ る。 と くに,コ ン ピュ ータ利 用 につ い ては,内 部 体 制 や 情報 流 通

の 標 準 化 ・シス テ ム化 を要 し,費 用 の 予 算 化 も考 え てお か な け れ ば な らな い 。

　 第2は,具 体 的 な産 業 団体 を対 象 と した パ イ ロ ッ トシス テ ムの 研 究 開発 で あ る。

コン ピ ュ ー タに よ る具 体 的 な デ ー タの 整 備 と加 工 処 理 に よ り,そ の効 果 を 実証 す

る方 法 を と る こ と と した。

　 第3は,海 外 情 報 の 入 手 に 関 す る調 査 で あ り,パ イ ロ ッ トシ ステ ムに お け る デ

ータ整 備 へ の 具体 的 な反 映 で あ る。 また.海 外 情報 ネ ッ トワー クの基 本 構 想 に組

み込 む べ き,対 象 に つ い ての 資料 入 手 で あ る 。

、

2.2　 産業団体 に おける情報機 能

　産 業 団体10団 体 に対 する情報 ニ ーズ調 査 の結果 に よれば,各 団体 におい て必

要 と され る情報 は極 め て多種 多様な ひろが りを持 っ てい る。それ は各種 経済統計

や市 場動向,技 術,特 許,規 格,標 準等 の情報 のみな らず海外 に関 する同様の情

報を含 め て,実 に様 々な情報 が必要 とされ てい る。産業団体 は従来 か らこ うした

広範 囲に わたる情報の収集 ・整備 ・蓄積 ・提供 を団体 の重要 な機能 として位置づ
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◆

'

け,業 界 の ニ ー ズが 高 い情 報 を中 心 に処 理 し て きて い る(図2-1参 照)。 個 別

の 産 業団 体 の 情 報 処 理 が 進展 ・拡 大す るに つ れ て,各 産 業 間 の 関 連 情報 や周 辺 情

報 に つ い ては,相 互 補完 の 協 力体 制 が形 成 され る方 向 へ と進 み,そ の 結 果,産 業

産業団体

業界 としての意思決定

　　 　のための情報提供
政策立案　 　　　 (委 員会)

意思決定 /
M

!・ 一ズ

γ

業

界

と

し

て

の

選

択

判

断

業

界

外

情

報

業

界

固

有

情

報

官公 庁

海外

産業 団体

その他

⇔ 会 員 企 業
一 ＼
一/

/1
＼

∠、

　 会員企業の

　 意思決定の

　　ための情報

　　提供

↓
情 報 処 理

調 査 ・研 究

　　　 図2'-1　 産 業団体にお ける情報の流れ(概 念図)

産業 団体A　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業団体B

業

界

外

情

報

、'

業

界

固

有

情

報

業

界

固

有

情

報

業

界

外

情

報

A

㌻

図2-2 産 業 団 体 間 に お け る情報 の 流 れ

(産 業 間 情 報 ネ ッ トワ ーク)
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界 における情報処理 の全体 を 見ると図2-2に 示 され る ようにそれ ぞれの産 業団

体 が固有 の分野 の情報 処理 を受 持つ とい うかた らで相 互補完体 制 が と られてい る

ように見 える。

　 実際我 が国 お よび海外 におけ るデー タバンク形 成の動 きを見 て も,技 術特許関

係 の情報 及びマ クロ的 な経済統計等の ような各産業界 で共 通に必要 とされる情報

につ いては,各 分野の専 門家 や団体 の 協力の もとに デ ータ整備 ・利用 がはか られ

てきた。 した が って,今 後各産 業界 にお ける情報 セ ン ターと もい うべ き産 業別 の

情報 拠点 を育成 してい くにあた っては,各 団体 の本 来の情報処理機 能 を一段 と拡

充 し,同 時に それ を基盤 としつつ,各 団体の相互補完 的 な協力体制 を発展 させる

ことが重要 とな る。

　 こ うした点か ら,各 産 業団体 にお いて整備 すべ き情報 を考 える時,そ れは,そ

の産業固有の各種 統計.市 場 動向に関 する情報が重要 であ ると考 え られ る。

　各産業団体の もつ こ うした役割 は.当 該産業団体 の既存 業務 との有機的な結 合

の下に形成 され な くては な らな い。例 えば,産 業団体 にお ける業務 を体系的に整

理 分類す ると図2-3に 示 す とお り,会 議,外 部機関 との折衝,調 査研究,情 報

の処理 提供,PR機 関 誌 出版 お よび 内部管理 に大別 され るが,本 プ ロジェク トは,

これ ら業務 の うち,情 報 の処理 提供機 能を強 化 しようと するもの であ る。

　 団体 におけ る情報活動 お よび情報拠 点'として考 えている機能 を整理 し,さ らに

前節の考 え方に準 じて構想 す ると,情 報拠 点におけ る基 本的 な必要機能 を抽象的

に整理すれば 情報処理 機能,情 報 サ ービス機能 お よび これ ら機能 のための情報の

蓄積整備 デ ータベ ース化 の3機 能 で あ る。

①　 情報処理機能 とは,業 界統計 の作成 および官庁 統計 の加工編集 と予 測分析 の

　 ための情報処理 を行 う ものであ る。

②　 情報 サー ビス機能 とは,資 料 セン ター的機能 と,情 報 の所在案 内 サ ービス と

　 か らなる。

③　 情報の蓄積整備 とは,情 報 拠点の中核 をなす もの で,情 報 処理 のた めの基礎

　 データ,情 報 サー ビスの ための情報源の蓄積整備 を さ し,こ れ らの データ ・情
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報 の 蓄 積 は 業務 処 理(例;統 計 作 業)の 過 程 で行 うほか,過 去 の 時 系 列 デ ータ,

関 連 情 報 に つ い て は,特 別 業 務 と して 入 力 デ ー タを 作 成 す る こと に な る。

　 図2-3は,団 体 業 務 に対 す る情 報 拠 点 機 能 の 支 援 関係 に つ い て示 した もの

で あ る。

　 本 プ ロジ ェ ク トに お い て は,今 後,以 上 の3機 能 に対 応 す る情報 シ ス テム を

各団 体 毎 に 具 体 的 に構 築 し て い くこ とに な るが,い くつ か その 具 体 例 を例 示 す

れば 次 の よ うに な ろ う。

　 (a)業 界 統計 の 集 計 利 用 の 高 度化

　 (b)共 通 利用 情 報'の加 工 ・編 集

　(c)専 門 分 野 に お け る資料 セ ン タ ー的機 能

　 く情報拠点の機能〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〈団 体 業 務〉

。業界統計作成

。官庁統計の加工編集
。予測分析のための

情報処理

　 情 報 の 整 備

,(デ ータベ ース化)

。資料 セ ンター機能

。情報 の所 在案内

図2-3　 団体業務 と情報拠 点機能

　 　 　 　 　 　 　 －L5一



2.3　 産 業 団 体 に お ける 情'報ニ ーズ

　我 が 国 の産 業 が,多 様 化 す る経 営 環 境 の なか で,国 内 問題 や国 際 的 な 問題 に お

い て,タ イ ム リ ーに 的 確 な意 思 決定 を 行 う機 会 が 増 して い る。 と くに,昨 今 の 国

際 的 な経 済 摩 擦 に見 られ る よ うに,産 業 レ ベ ルで解 決 を要 され る問 題 が 多 くな っ

て きて お り,産 業 団体 に お け る活 動 が 重 要 と な ってい る。

　 この よ うな 事 情 に て ら して み るま で もな く,産 業 団 体 の,産 業 別 情 報 の 整備 に

あた っ ては,産 業 ご との 政 策課 題 が 情報 ニ ー ズ とし てあ る。 い うま で も な く,政

策課 題 は産 業 ご とに,そ れ ぞれ の 課 題 が あ り,収 集 され る情 報 の課 題 に 応 じて,

的確 な 情 報 や デ ー タが 集 め られ,加 工 分 析 が 行 われ る。 付 表1の 上 は'主 要 産 業

団体 の 政 策 課 題 を 示 した もの であ る。現 在 の と ころ,主 な政 策課 題 と して は,国

内の 場 合,産 業 の長 期 ビジ ョ ンや構 造 改 善,基 盤 整 備 な どの産 業 構 造 に 関 す る 問

題,需 要 の長 期 見 通 し や供 給 対 策,技 術 開 発 や各種 標 準 化 問 題,さ らに は,環 境

問 題,エ ネ ル ギ ー問 題 な ど が あ る 。 また,海 外 問 題 の 場 合 は,輸 出 市 場対 策 や輸

出 制 度,各 種 規 制 な ど の問 題,海 外 進 出 問 題 な どの ほか ・経 済 や 技 術 の 援助 や協

力,国 際協 調 な ど政 治 が らみ の 問 題 に ま で及 ん で い る 。

　 し たが っ て,収 集 整 備 す る情 報 も,国 内 は もらう ん の こ と,国 際 的 な もの,海

外 諸 国 に関 す る もの な ど広 範 に わ た り,詳 細 な内容 に ま で及 ん で くる。 政 策課 題

別 に 利 用 され る情報 は付 表1の 下 に 示 され る。

　 基 本 的 に数 値 情 報 とし て,整 備 され て い る もの は,産 業 全 体 の 実 態 や動 向 を把

握 す るた めの 統 計 デ ータ が あ り,具 体 的 に は,生 産 動 態統 計 や工 業 統 計 ∵主 要産

業の 景 気指 標 が あ げ られ る。 また,日 本 経 済 に関 す るマ ク ロ情 報 に 対 す る ニ ーズ

も高 い。 一 方,海 外 情報 に つ い ては,OECDや 国 連 の 発 表 す る 輸 出 入 統 計 や生

産 統計 が利 用 され る ほか,主 要 国 の 諸 統 計 デ ータが 収 集 の対 象 と な って い る。 し

か し,統 計 品 目の 細 目,統 計 デ ータの 最 新 性 な ど 日本 の 統 計 デ ー タ と相 当 の 開 き

が あ る な どの 指 摘 が な され て いる 。

　 一方,文 字情報の整備 につい て も・政策課 題に対 して直接に問題検 討に役立つ
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1と い うことか ら,従 来 か ら新聞 ・雑誌 の切抜 きやテ ーマ別に資料 の整 理が行 われ

利用 され てい る。資料 に ついて具体 的 には,各 種経 済計画や産 業構造の長期 ビジ

　ョン;経 済白書,通 商 白書,国 民生 活白書等 があげ られ る。

　(産 業 団体 におけ る情報 ニーズについ ては,53年 度 「産業別情 報拠点育成 に関 す

る調査研究報告書 」及 び 「産業別情報 ニーズ調査報 告書 」に詳 しい。)

2.4　 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム の 開 発

2.4.1　 基 本 的 な ア プ ロー チ

　 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ムは,産 業 別 情報 拠 点 の 育 成 を図 るた め,産 業 団体 に お け

る実 際 業務 を対 象 に,コ ン ピュ ー タ及 び デ ータ ベ ー ス管 理用 ソ フ トウ ェア(DB

MS)を 道 具 と し て,団 体 デ ー タ ベ ー スを整 備 し,コ ン ピ ュー タ処 理 シ ステ ム の

開 発 と運 用 実験 及 び評 価 を行 い実用 性 を認 識 しよ う とす る もの で あ る。

　 開 発 の基 本 的 ア プ ロ ーチ は,先 進 団体 の 事 例 を マ ス タ ープ ラ ン基礎 調 査 と し て

行 い,次 い で,情 報 ニ ー ズ調 査 の 参 加 団体 の う ちか ら,パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム開

発 ・運 用 の 条件 が 整 った 団体 を 対 象 に 実施 す るこ と と した 。 この結 果,2カ 年 間

に6団 体 に つ い て 開発 及 び運用 実験 を行 った。

2.4.2　 マ ス ター プ ラ ン基礎 調 査 一 先 進 団 体 の例 一

　 産 業 団体 が,様 々の 政 策課 題 に対 処 して,的 確 な デ ータを 収 集 し,コ ン ヒ。ユ 一

夕 を活 用 して,デ ー タ を 整 備 す る と と もに 高 度 な 加工 処理 を行 うこ とは必 然 的 な

方 向 で あ る。我 が 国 に お け る最 も先 進 的 な団体 の 事 例 と して.(社)日 本鉄 鋼 連 盟

の 鉄 鋼 情報 シ ス テ ム(SIS)が あ る。 このSISの 目的 は,図2-4に 示 す よ

うに,鉄 鋼 業界 に お け る プ ラ ン ニ ン グ情報 の 処理 体 制 の 合理 化 及 び シ ステ ム 化 に

お か れ て い る。 特 に,我 が 国 の鉄 鋼 業 が国 際 的 視 点 や 日本経 済 的 視 点 に 立 って発

展 を考 える と き,広 い 視 野 か らの政 策 判断 が 求 め られ.利 用 す る 情報 も,従 来 の

単 一 統 計 や異 種 統 計 の 組 合せ利 用 な ど,従 来方 式 の 延長線 で な く,総 合的 政 策 判

断 に マ ッチ した 情 報 整 備 が 必要 とな っ て きたの で あ る。 具 体 的 に は,情 報 利 用 二
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　　　　　　　　　　　　SISの 目的

鉄鋼業界におけるプランニング情報の処理体制の合理化,シ ステム化

　　　　　　　　　　　　　　目的実現の方向

　 会員会社と事務局に共通する情報処理の集中化(鉄 鋼業界の共同処理機能 とし

　ての事務局の情報処理活動を強化)

2.迅 速かつ正確な情報の入手,処 理,、提供

　 蓄積情報の充実,的 確な追加および更新

　 事務局の情報処理 の改善,効 率化

　　　　　　　　　　　　　　 期待 される効果

会員会社および事務局 を含む鉄鋼業界全体として,

　　情報処理の要員,機 材,コ ス トの節約

　　保有情報の充実

　　情報の高度利用

図2-4　 SISの 目的 ・効果

・一ズ を 総 合的 政 策 的 観 点 か ら再 吟 味 し,こ れ に 適合 す る既 存 情 報 の 再編 集,な ら

び に 未 整 備 情報 の 整 備 に 着 手 した。 未 整 備 情 報 では,特 に鉄 鋼 内部 の情 報 よ り,

国 内 外 に わた る外 部 情 報 に ウ エ イ トが おか れ て い る。 この た め,外 部 情 報 を効 率

的 に 入 手す るに は.政 府 や 民 間の 情 報機 関,関 連 団 体 との間 に.対 等 で 共 通 の 利

益 に つ な が る 情報 の 整 備,利 用 に つ い て共 同 で行 う等 の方 法 を真 剣 に検 討す る時

期 に き て い る もの とい え よ う。

　 SISはSIS情 報 収 集.SISデ ー タ バ ン ク,SIS情 報 利 用 の3つ の サ ブ

シス テ ムか ら構 成 され,そ れ ぞれ の機 能 は,次 の とお りで あ る。

(1)　 SIS情 報 収 集 シス テ ム

　　 情 報 の 入 手 ・イ ンプ ッ ト機 能 の た め の シ ステ ムで あ り,事 務 局 が従 来 か ら行

、

、
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　 っ て きた統 計 集計 シ ステ ムか らの デ ー タ エ ン トリ ー機能 を中 心 とし て.外 部 統

　 計 の 磁 気 テ ー プ入 手 に よ る デ ータ エ ン トリー,刊 行 物 か らの カ ー ドパ ンチ に よ

　 っ て イ ンプ ッ トす る もの 等 で 構 成 さ れ て い る。

(2)　 SISデ ー タバ ン ク

　 　 情 報 の 蓄 積 機 能 の た めの シス テ ム で あ り,SISの 中 心 的 な機 能 を 果 す 重 要

　 なサ ブ シ ステ ム で あ る。SIS情 報 収 集 シス テ ム に よ り入 手 した 種 々の フ ォ ー

　 マ ッ トの デ ー タを利 用 し易 い統 一 フ ォーマ ッ トに 変 換 し,常 に 最 新 の 情報 を蓄

　 積 し て い る。SIS時 系 列 統 計 デ ー タベ ー スの 整 備 状 況 を付 表2に 示 す 。

(3)　 SIS情 報利 用 シ ステ ム

　 　 情 報 の利 用 機 能 の た め の シ ステ ムで あ り,SISデ ー タ バ ンクに 蓄 積 され て

　 い る情 報 を有 効 に活 用 し,業 界 の政 策課 題検 討の た めの 基 礎 デ ー タの 提 供,'デ

　 ータ の解 析 を行 っ て いる重 要 な サ ブ シ ス テ ムで あ る。

　 SISは.目 的 に もあ る とお り,会 員 企 業へ の 情 報 提供 が主 な 業 務 とな っ て い

る。 会 員 企 業 各社 が 共 通 的 に利 用 す る企 業 外基 礎 情 報(業 界 自主 統 計,官 庁 統 計

等)に つ い ては,各 社 が 個 別 に 入手 整 備 す る こ とな く,SISが 一括 入手 整 備 し,

必 要 に 応 じ て情 報 を 提 供 して い る。 提 供 の形 態 と し ては.磁 気 テ ー プま た は,コ

ンピ ュ ー タ出力,委 員 会 に 対 す る検 討 資料 等 に よ り行 ってい る。

　 一 方,業 界 内 関係 諸 団 体 との 間で,SISネ ッ トワ ー ク構 想 の 一 環 と し て,緊

密 な連 携 の も とに,SISデ ー タの 提 供 を中 心 と し て,情 報 処 理 に つ いて共 同 研

究,情 報 シ ステ ム化 の 推 進 に対 す る相 互援 助 等 の活動 を 行 っ て い る。

　 (な お,SISに つ い て は53年 度 「産 業 別情 報 拠 点 育成 マス ター プラ ン基 礎 調

査 報 告 書 」 に詳 述 され て い る 。)

2.4.3　 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム

　 パ イ ロ ッ ト ・シ ステ ムの 開 発 に参 加 した産 業 団 体 は,既 述 の とお り,2カ 年 間

に6団 体 に の ぼ るが,各 団 体 に お け るシ ステ ム概 要 を表2-1に 示 す 。

　 各団 体 で は,従 来 か ら自主 統 計 を主 体 とし て,個 々の 統 計 調 査 の た めに,コ ン
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協力団体
(対象業種)

システム開発 の目的及び期待効果　　 '

目的 ①機

① プラン ト輸出,プ ラ ン ト需要動 向,国 際競 及

争 力分析,プ ラン ト輸入 国情報 についで, プ

内外の既存データの収集整備 セ

②業界 自主統計の充実 ②機

③各種 ニーズを充足する新たな指標の開発, a

プ ラント関連 デ ータの作 成 の

④ プラン ト関連 デ ータ バンク ●

⑤ 基 礎 デ ー タ の ク ロ ス 分 析,シ ミ ュ レ ー シ ョ ■

日

本

ン分析 な ど,プ ラン ト輸出戦 略立案 に資す

る。

　 ●

b

機 ●

械

輸
出

期待効果

a.プ ラ ン ト業界 へ の基礎 情報提 供 に よって ●

組 高度分析に活用
△
口

b.政 府 へ提 供 して,貿 易政策 推進 を図れ る ■

(

プ c.団 体 におけ るデータに もとつ く高度 な政 ●

ラ

ン

ト

策 の実施

d.業 界 にお ける情報 の収集作成 の一元 化,

C

●

輸
出
産

これ に ょり,二 重投 資 を防 ぎ,情 報の質 の

向上 ●

業 e.情 報 の数量 化 によ り,外 国 との交換 が可
)

能 ●

●

d

■

●

●
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表2-1　 パ イ ロ ッ ト ・

　　　　 シ ス テ ム 開 発 の 範 囲

①機械,プ ラ ン ト産業 の総合 デー タベース化

　及 び文字情報 の シス テム化 を図 り,機 械,

　 プ ラン トに関 す る総合 インフ ォメーシ ョン

　 セ ン ターの設立 を 目標 とす る。

②機械,プ ラン ト情報 化構想(付 図1)

　 　 フ ェーズ1… 最 も利用度 の高 い統計情報

　 のデ ータベ ース化

　 ・OECDプ ラ ント輸出統 計

　 ・プラン ト成約実績

　 ・世界機 械輸入統 計

　　 フ ェーズ2

　 ・加 工度の低 い情 報の高度 化 とともに,デ

　　 ータベ ース化の発展 を図 る。

　 ・文字情報の整備及び文字情報 処理 システ

　　 ムの開 発

　 ・機械関連 情報の コン ピュータ処理

　 ・同上 デー タベース化 に着手

　　 フェーズ3

　 ・プ ラン ト関連 と機械 関連 のデ ータベース

　　 の統合 化

　 ・機械,プ ラント基礎 デ ータの定期 的配布

　　 体制 の確立

　 ・機械,プ ラン トの総合文字情報 システム

　　 開発 の着手

　 ・各関連 団体 との情報交換 にっいてのシス

　　 テ ム化 に着手

　　 フェーズ4

　 ・機械,プ ラン ト総合 インフ ォメー シ ョン

　　 セ ンターの設立

　 ・各 種貿易基礎 デ ータ提供体制 の強化

　 ・海外 の ネッ トワーク化 の基礎体制 作 りに

　　 着手

、

■



■

シス テ ムの概 要

、パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム の 対 象

①OECDプ ラ ン ト輸 出統 計

a.各 国 の プラ ン ト需要及 び先進国の競合状況

　 の分析 に資す る

b.デ ー タソ ースはOECD磁 気 テ ープデ ータ

c.主 な 出力表 ……9種

　 ・OECD輸 出通関額 の主要 輸出国別商品部門

　　別推移

　 ・同上内訳

　 ・OECD－ 般 プ ラン ト輸出額の主要 輸 出国別

　　推移

　 ・同上地域別 内訳

　 ・同上機種別推 移

　 ・同上機種別 内訳

　 ・わが国 一般 プ ラ ン ト輸 出の機種別推移

　 ・OECD－ 般 プ ラン ト輸出仕向国別編

② プラン ト成約実績 表

a.プ ラ ン ト関 係組合員 か らのプ ラン ト輸出月

　間実績報 告書に もとついで作成

b.主 な 出力表 … …20種

　 ・月別建値別 プ ラ ン ト輸 出実績

　 ・市場 別 プ ラン ト輸出実績

　 ・機種別 プ ラン ト輸 出実績

　 ・機種 別国別 プ ラ ント輸 出実績

　 ・資金 別 プ ラン ト輸出実績

　 ・金額 規模 別 プラン ト輸出実績

　 ・輸出企業別,市 場別 プラ ン ト輸出実績

備 考

評　価

　①印刷物からMTと な りデータ入手が1年 早

　　 まった。

　②集計時間 の短縮

　　 (手 作業 では,4人 ×1ヵ 月か か ってい た)

　③ 精度 が高 くな った。

④ 前年 比,構 成 比の出力に よるデ ータ内容 の

　　充実

　⑤ デ ータ分析 が可能 となった。

内部体制整備

① 情報管理課 の新設(55年6月)

② 情報機器 の購入(フ ァクシミリ.オ フコン)
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協力団体
(対象業種)

システム開発の 目的及び期待効果 シ ス テ ム 開 発 の 範 囲

　
　
　
　
　
　

(
電
子
機
器
産
業
)

社
団
法
人
日
本
電
子
機
械
工
業
会

目的

①産 業活動 の基本 情報 で ある,生 産,出 荷,

　 在 庫,輸 出,輸 入の諸 統 計 の コ ン ビ ュ ー

　 タ処理 及び データの磁気 テープ化 を図 る

② よ り利用 しやす い形態の統計情報 の作 成 と

　磁 気 テ ープに よる提 供

③事務処理の合理 化

①産業用電子機器関係の統計処理

②経常化 しでいるコンピュータ処理の再整備

(例)生産動態統計 と通関統計の一覧表作成

③工業会全体のコンピュータ化

　 当面は,統 計情報の収集 ・処理及び提供機

　能の拡 充　 (付 図2)

日
本
繊

目的

①繊維産業の知識集約化

② 消費者情報の収集,及 び情報システムの開

①繊維 情報 セ ンター と消 費者,流 通業 者,生

　産 業者 との間の情報 フ ィー ドバック回路 を

　構 成す る。

維　　　発

墨 ③生産者・流通業者一の提供システ・
蚕

(

繊
維
産
業
)

　　　 目的社 ① 各社報 告(9種)月 報類 の コンピ ュー タ処

団　 　① 自主統計のコ ンピュータ処理及び会員への 理(付 図3)

芙　 提供
セ　　 ②情報の充実化 と的確な処理分析

こ　　③業界共通な内外情報の収集 ・提供

藪 ④意縦 における知識集約化

、

至
セ

メ

ン

,

ト
産
業
)
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,

パ イ ロ ッ ト ・ シ ス テ ム の 対 象

①産業用電子機器,統 計表作成

　受注,生 産,輸 出,輸 入を統合 した出力表

②民生用電子機器,統 計表の作成

　受注,生 産,輸 出,輸 入の統合 した出力表

③電子機器輸出入バランス表の作成

　生産,輸 出,輸 入のバランス

④生産動態統計総括表の作成

　民生,産 業,部 品にっいで作成

⑤通関統計総括表の作成

　民生,産 業,部 品について作成

①繊維 情報 セ ンター と消 費者 との 間 のフ ィー

　 ドバ ック回路の開発,4000世 帯 の消費行

　動 分析

② 主な 出力表 ……29表

a.全 国 拡大推計数量

b.マ ー ケ ッ ト規 模

c.購 入 単価

d.年 令 層別購 買力

e.世 帯 年収別購買 力

f.小 売 店 タイプ別購入単価

g.既 製 服 化率

① 生産 ・出荷 ・在庫高月報の統計表作成

　 ・生産 ・出荷 ・在庫高総括表

　 ・　 同上　　(地 区別)

　 ・種類別生産高

②都道府県別需要部門別販売高月報の統計表作

　成

　 ・都道府県別需要部門別販売高

　 ・社別地区別需要部門別販売高

　 ・社別都道府県別　同上

③都道府県別種類別販売高月報の統計表作成

　 ・都道府県別種類別販売高総括表

　 ・社別種類別販売高

備 考

評　価　　　　　　　'

　 ①作表様 式を指示す る 「作 業 コー ドフ ァイル 」

　 　を設け,出 力様式の変更,追 加 等に迅速 に

　 　対応で きるように工夫 した。

評　価

　①従来 のデー タ処理 に要 した時間 及び労力 が

　　大巾に軽 減 した。

　② その余力 を他 の業務 に振 り向 け られる よう

　　にな った。

③ データベ ース化に よっ て各種の統計が早 く

　　出力 され,結 果分 析が できた 。

　④ ま た,精 度が高 くな った。
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協力団体
(対象業種)

,シ ス テム開 発 の 目的 及び期待効果 シ ス テ ム 開 発 の 範 囲

社
団法

目的

① コ ンピュータに関 す る産業動向,応 用 動向

① コ ンピ ュータ産業の関連統計 は,付 表3の

　 とお りで,こ の うち5種 を 自主統 計 としで

人

呈三

軍三

　等 にっいての デ ータ整備

② デ ータベース化 によ る的確かつ迅速な 情報

　 収 集 と利用提 供

　 実施 している。

② オフ ィス コン,ミ ニコ ン,周 辺 端末装 置に

　 関す る時系列 デ ータ整備

劃

霧墨

③ シス テム開 発 ③関連統計データの整備

④データの収集及び整備方法に関する情報の

　 一元化

会

目的 ① モ デ ル ・デ ー タ ベ ー ス に よ る カ ン ト リ ー'

① 文章情報,デ ータバ ンクの利用 リス ク分析の ための文章情報 システムの開

財
団

システムの開発 を行 い,カ ン トリー,ス ク

分析 に資す る。

　 発 研 究

② ニ ュ ー ヨ ー ク ・タ イ ム ズ ・ イ ン フ ォメ ー シ

法
人
日

② モ デ ル ・デ ー タ ベ ー ス に よる パ イ ロ ッ ト'

　 シ ス テ ム 開 発 作 業 を 通 し て,カ ン ト リ ー リ

ヨン ・サ ー ビスを利用 した検索例 を作成 し,

記 事 情報検索 システムによる カン トリー11

奎 ス ク分析 のための文章情報 システムの理 想 スク分析の研究

ネ へ 像 を追求す る。
ル　エ

ギ ネ

1　ル

経 ギ
済1
研 産
究 業
所)
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パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ム の 対 象

① ミニ コン ピュー タの出荷統計

　 ・用途 別 出荷台 数,出 荷額等 集計表 　 4種

　 ・分析資料 　 27種

② オ フィス コンピ ュータの出荷統 計

　 ・クラス別納 人台 数等 集計表3種

　 ・分析 資料　 10種

③ 周辺端 末装 置 の出荷統 計

　 ・明細 表 と集計表 の2種

① エネ研 が作成 す る「世界エ ネルギー情報 」

　 磁気 テープ ・デー タをモデル ・デ ータベース

　 源 と しで,

② モデ ル ・デ ータベースの作成

③検索 システムの開発

④ デ ータの時系 列分析,デ ータの地域別分析,

　 キー ワー ドの出現頻度 分析,キ ーワ ー ドの傾

　 向 分析 の出力用 プ ログラム作成

⑤ カ ントリーリスクの問題 を選択 し,文 章情報

　 検索 システム の利 用 可能性の検討

⑥ 出力表

　a.イ ンデ ックスの時系列 リス ト

b.イ ンデ ックスの地域別 リスト

c.キ ーワ ー ドの出現 頻度時系列 リス ト

d.地 域 別キ ーワ ー ドの出現頻度 リス ト

e.紙 誌 別イ ンデ ックス リス ト

f.全 情報 リス ト

備 考

評　価

　①集約時間の短縮

　　　 (約30日 間→10日)

　②調査票の記入 ミスの早期発見

　③ コンピュータ出力表を直接提供可能

　　　　　　　　　　　　 ……清書作業不用

　④データ管理の向上

パ イ ロ ット・システム開発 ・実験 の結 果

　 カン トリー11ス ク分 析の ための文 章情報検索

システムの開発 の課題 として,次 の検討 を要す

る。

a.記 事 中の単語頻度 の抽 出機能

b.記 事 全文登録デ ータバ ンクの開 発

c.キ ーワー ドの 自動抽 出機能

d.キ ー ワー ドの相関体系 の作成

e.無 関 係キ ー ワー ドに よる検 索情報 の除去

f.数 量 化分析の機能

●
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ビ ュー タ を利 用 して集 計 加 工 を行 って お り,そ の結 果 を会 員 企 業 等 へ 印刷 物 に よ

り提 供 して きてい る。 これ に対 し,パ イ ロ ッ ト ・シ ステ ムの基 本 的 考 え方 は,デ

ー タの 整 備 管理 を ,デ ー タベ ー ス管 理 シス テ ムを使 用 して行 い,産 業 団 体 の 業 務

に 多 目 的 に 利用 で き るよ うに す る こ とに あ る。 した が って,従 来 の よ うに,調 査

票 か ら個 別 デ ー タを 作 り,集 計 加 工 を 行 い 報 告 書 を作 成 して,デ ータ利 用 の 目 的

が 終 了 とい う こ とか ら,さ らに 発 展 させ て,時 系 列 分析 や他 の統 計 との 組 合せ 利

用,個 別 デ ータの 組 合 せ 利用 等 を 可能 とす る デ ー タの 整備 を図 る もの で あ る。 ま

た,将 来 の総 合 的 な デ ー タの 有 効 利 用,数 値 情 報 と 文 字情 報 とに よ る総 合 的 な 情

報 セ ン タ ーへ の構 想 に つ なが って い く もの で あ る。

　 参 加 した団体 は,い ず れ も,パ イ ロ ッ ト ・シス テ ム開発 の 成 果 を有効 に 活 用 す

る こ と を考 え,団 体 と して全 体 の シ ス テ ム化,構 想 を設 定 し,そ の具 体 的 な アプ

ロ ーチの 第1段 階 と し た。

　 例 えば,日 本機 械 輸 出組 合 の場 合,対 象 とな った プ ラ ン ト輸 出 産 業 は,同 組 合

の 一 部 門 に過 ぎ な く,ま た,広 範 な プ ラ ン ト関 係 情 報 の う ち,パ イ ロ ヅ ト ・シス

テ ムで 整 備 した デ ー タ も僅 か で あ る。 しか し,同 組 合 の構 想 と して は,機 械 ・プ

ラ ン ト総 合 イ ン フ ォメ ー シ ョ ン ・セ ン タ ーを設 置 す る考 え で,デ ー タや 文 字 情 報

の整 備 と と もに利 用 シ ステ ムの 開 発 を進 め る と い う もので あ る。 この よ うな 構 想

を設 定 す るに あ た って は,先 に 実 施 した 産業 政策 課 題 に対 す る情 報 ニ ーズ調 査 の

結 果,プ ラ ン ト輸 出 産 業 は国 際 的 な情 報 を必 要 とす るが,ま ず プ ラ ン ト関 連 の基

礎 情 報 を整 備,提 供 して い くこ とが組 合 の 主 要 な機 能 で あ る と位 置 づ け,そ の 具

体 化 とな った もの で あ る。

　 ま た,(社)セ メ ン ト協 会 の場 合 は,会 員 企 業 の コ ン ピュ ータ 利用 の進 展 に 対処

して,自 主 統 計 の 処理 を コ ン ピュ ー タ化 し,的 確 な 処 理 分析 を 図 る と と もに,業

界 共 通 の 内外 情 報 の収 集 整備 を行 い会 員 等へ 提 供 して い こ うとす る考 えで あ る。

パ イ ロ ッ ト・シ ステ ムで は,自 主統 計 の コ ン ピ ュ ータ化 に よ る効 果 を具 体 的 に評

価 す る こ とが,第1の 目的 と な った 。 と くに,団 体 内部 に おけ る シス テム化 と も

関連 す るこ とか ら,各 部 門 の合 意 を得 る た め に も・実 際 の統 計 処 理 を 行 い,処 理
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時 間 の 短 縮,作 業量 の軽 減,正 確 な処 理,見 やす い結 果 表 な どを,パ イ ロ ヅ ト ・

シ ス テ ム の開 発 及 び運 用 実験 に よ り実 証 す る こ と とな った もの で あ る。

　 文章情 報 シ ステ ム の実 用 化 につい て,(財)日 本 エ ネ ル ギ ー経 済 研 究 所 で は強 い 関

心 を 有 し,世 界 エ ネ ル ギ ー情 報 を蓄 積 中 であ るが,パ イ ロ ッ ト ・シ ステ ム で は,

特 に カ ント リー ・リスク分 析 の た めの 文 章 情 報 シ ス テム の 研究 を行 った 。　 「世 界 エ

ネ ル ギ ー情 報」 を モ デ ル ・デ ー タベ ー スと して,コ ンピ ュ ータと 会 話 形 式 で 情 報

検 索 を行 い,カ ン トリー ・リ ス ク分析 の た め,イ ン デ ックス の時 系 列 分 析 や 地 域

性 分 析,キ ー ワ ー ドの 出現 頻 度,地 域 性 の 分析 等 の 資料 を得 た もの で あ る。 ま た,

海 外 調 査 に お い て,ニ ュ ー ヨー ク ・タ イ ム ズ ・イ ン フ ォメ ー シ ョン ・サ ー ビ ス社

の記 事 情 報 検 索 シ ス テ ムの 実験 を 行 い,パ イ ロ ッ ト ・シ ステ ムの 開 発 に反 映 させ

た 。 これ らの 結 果 を もと に して,今 後 の カ ン トリー ・リ スク を判 断 す る 文章 情 報,

デ ー タベ ー スの あ り方 や,ニ ーズ に対 して 的確 な 出 力 が 得 られ る 文 章 情 報 シス テ

ム を検 討 して い こ う とす る もの で あ る。

　 この よ うに,パ イロ ッ ト ・シス テ ム は,団 体 に と って全 体 シス テ ムの サ ブ シ ス

テ ム,あ る い は,実 験 シ ス テ ム とい う こ とに な るが,内 容 と して は 実 用 シ ステ ム

と して の 発 展 性 を も って い る。 特 に,デ ータ整 備 に おい て は,パ イ ロ ッ ト ・シ ス

テム に使 用 した デ ー タ の み な らず,必 要 が あれ ば,団 体 の 全 デ ー タを入 力 し整 備

す る よ うに 設計 され て い る。 ま た,複 数 団 体 の パ イ ロ ッ ト ・シス テム の 開 発 の 結

果,共 通 の デ ータ ベ ー ス管 理 シ ステ ム を使 用 した こ とに よ り,こ れ らの 団体 間 で

横 断 的 に デ ー タの 相 互 利 用 が可 能 とな って い る。 これ は,今 後,情 報 拠 点 間 め ネ

ッ トワ ー ク を形 成 し た場 合,情 報 交 換 を容 易 に行 う こ とがで き る。

2.4.4　 実 験 結 果 の評 価

　 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ムの 開 発 及 び 実験 結 果 に 対 して,各 産 業 団体 の 評 価 は,様

々で あ るが,そ の概 要 は つ ぎの とお りで あ る。

(1)従 来,調 査 や 統 計 処 理 の都 度,デ ー タの チ ェ ックや集 計 加 工 を行 って い た。

　 これ に 対 し,パ イ ロ ッ ト ・シ ス テ ムで は,デ 三夕 ベ ース化 を指 向 して,各 種 統

一27一



　 計 や 基礎 デ ー タを,デ ー タベ ース管 理 シス テム を道 具 と して 統 一 的 な 考 え方 で

　 整 備 を進 め た 。

　 　 これ に よ り,デ ー タの 蓄積 ・拡 充 が 図 られ,ま た,保 管 ・更 新 が 容 易 にな っ

　 た こ とで あ る。

(2)統 一 的 な デ ー タ整 備 に よ り,各 種 統 計 デ ー タの組 合 せ 利 用 や リ ンケ ー ジが 可

　 能 とな った 。

　 　 しか し,統 計 に お け る各種 コー ドや用 語 の定 義が 異 って い るた め,コ ー ド交

　 換 等 の 問 題 が生 じた 。

⑧ 　 コ ン ピュ ー タを利 用 した こ とに よ り,入 力 デ ー タの 論 理 的 チ ェ ックが で き,

　 正 確 な デ ータが 蓄積 され る と と もに,計 算 処 理 が早 くな り正 確 な結 果 が 得 られ

　 た 。 自主 統 計 に お いて 調 査 票 を 回収 してか ら,結 果 を得 る ま で の時 間 が 短 縮 さ

　 れ た 。従 来30～40日 を要 して い た もの が10日 間 で 終 了 した,と の報 告 が あ

　 る。

　 　 ま た,見 や す い形 態 の結 果 表 が 印刷 され るの で,直 接 コ ピ ー して 会 員 企 業 へ

　 の 報告 に 使用 で き るよ うに な っ た こ と も,報 告 時 間 の短 縮 や 印刷 費 用 の軽 減 に

　 つ な が っ て い る 。

(4)海 外 デ ー タの 磁 気 テ ー プに よ る 入手 が,本 プ ロ ジ ェ ク トの海 外 調 査 チ ー ムの

　 努 力 に よ り可 能 と な っ た。 この結 果,日 本 機 械 輸 出 組 合 で は,OECDか ら,加

　 盟24カ 国 の 輸 出統 計 デ ー タを 入手 し,プ ラン ト類 の輸 出 統 計 の作 成 が,従 来 に

　 比 して短 時 日で で き る よ うに な った 。 ほ か に,印 刷物 か らの 入 力 デ ー タ作 成 時

　 の 転 記 が 不 用 に な り,転 記 ミスが 無 くな っ た こ とや デ ータ チ ェ ッ ク作 業 の 大 巾

　 な 軽 減 な どの効 果 が 大 き い。

⑤ 　 以 上 のほ か,前 項 に 述 べ た,内 部 で の 評 価 や,複 数 団体 にお け る デ ータの 相

　 互 利 用 に つ い ての 効 果 が あげ られ る。

　 　 ま た,新 た に生 じ た問 題 が あ った が,そ の主 な もの と して は 次 の とお りで あ

　 る 。

　 a.各 種 統 計 の 組 合 せ 利用 や リン ケ ー ジのた め の コ ー ド変 換 問 題

一28一

●



9

'

b.詳 細 デ ー タが 扱 え るよ うに な ったの で,さ らに,高 度 分 析 の た め,デ ー タ

利 用 や 分析 技 法 の 専 門 的 能 力 の レ ベル ア ップ

c.同 じ く,高 度 分 析 の ため の 使 いや す い ソフ トウ ェアの 整 備

2.5　 海 外情報 の入手

2.5.1　 海 外 情 報 ニ ー ズ

　 産 業 団体 にお け る情 報 ニ ーズ調 査 に お い て,海 外 市場 の開 拓,輸 出対 策,輸 出

制 度 問 題 等 の ため,国 内 情 報 と同 じ よ うに,海 外 情 報 の 占め る ウ エ イ トが 高 くな

って い る。 特 に,日 本 製 品 の海 外 市 場 占有 率 が 高 ま る と と もに,国 際 的 な経 済 摩

擦 を生 じ るよ うに な って きて い る し,ま た,各 種 資 源や 石 油 の 海 外 依存 の状 況 は

変 わ らず,国 際 的 な政 治 問 題 と も深 い かか わ りを も って い る。 これ らの 問 題 に 対

しては,産 業 団体 が 前 面 に 立 つ こ とが 多 くな って きてお り,海 外情 報 ニ ーズ も基

礎 情 報 と と もに,最 新 情 報 の 入手 が 必 要 と な って き てい る。

　 しか しなが ら,海 外情 報 の 整備 とな る と,国 際 的 な情 報,各 国情 報 と地 域 的 な

広 が りの な か で,的 確 な デ ータや 情 報 につ い て の 所 在,内 容 な どの調 査 か ら始 ま

る。 ま た,入 手 に際 して も,多 額 の 費用 や相 手 国 事 情,専 門 分 野 の外 国 語 な どに

対 す る専 門 能 力 を要 す るな どの 問 題 が あ る。

　 この た め,と くに 海 外 情 報 ニ ーズ の高 い 団体 で は,自 己 の 海 外 駐 在 員 や海 外 調

査 員 を お い てい る ほか,ジ ェ トロ,海 外 調 査機 関 な ど を利 用 して,情 報 の 入手 に

努 め て い る。

　 この よ うな状況 の な か で,産 業 団 体 に お け る産 業 別情 報 拠 点 の デ ー タ整 備 の 要

件 は,基 礎 情 報 と し て,国 際機 関 や 海 外 諸 国 の マ ク ロ情 報,産 業情 報 の 入手 ・蓄

積 ・加 工 利用 を図 る こ とで あ ろ う。 特 に,海 外情 報 は,ニ ーズ に 対 して,費 用 や

労 力 が か か り過 ぎ る こ とか ら,費 用 対 効 果 は 高 く な りに くい 側 面 を有 す る。一方,

海 外 の マ クロ情 報 は,各 団体 の 基 礎 情 報 と して 共通 性 が あ る。 した が って,海 外

情 報 の 入 手 に つ い ては,効 率 的効 果 的 な 視点 か らの ネ ッ トワ ーク形 成 を図 る こ と
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が 十 分 に考 え られ る。

2.5.2　 海 外 情報 調 査

　 本 プ ロ ジ ェク トで は,海 外情 報 ニ ーズ に基 づ き,情 報 の 入 手 に 関 連 して,国 際

機 関,海 外 主 要 国 の 関 連 団 体,情 報 提 供 機 関 等 の情 報 整 備 状 況,情 報 提 供 条 件,

利 用 事 例 等 を 調 査 す る た め,米 国 及 び 欧 州 諸 国 に3つ の 調 査 チ ーム を派 遣 した。

な お,調 査 の た めに 訪 問 した機 関 は,付 表4に 掲 載 した 。

　 調 査 チ ー ムの 派 遣 に よ って,海 外 情 報 の 磁 気 テ ー プ デ ータ の 入手,情 報 交 換 の

合 意,各 種 資 料 入 手 な ど,具 体 的 実 際 的 な成 果 が得 られ た 。 そ の 概要 は つ ぎ の と

お りで あ る。

(1)磁 気 テ ー プ ・デ ータの 入 手,交 換 等

　 　 OECDよ り,加 盟24カ 国 の 貿 易 統 計 デ ー タ を 日本 機 械 輸 出組 合 が 有 償 入手

　 の道 を開 い た 。従 来 は,加 盟 国 政 府 にの み 提 供 され て い た もの で,民 間 の 磁気

　 テ ープ ・デ ータ利用 は 制 限 が あ り,難 しか った もの であ る。 同 組 合 で は,こ の

　 磁気 テ ー プ ・デ ー タ を,パ イ ロ ッ ト ・シス テ ムに お い て使 用 し,プ ラ ン ト関係

　 の 各 種 分 析 資料 を作 成 した 。

　 　 次 に,日 本 鉄鋼 連 盟 が,英 国 鉄鋼 統 計 局 との 間 で 鉄 鋼 貿 易 統 計 デ ータの 磁気

　 テ ー プに よ る交 換 に つ い て,提 案 し合意 に 達 した。 これ は,そ の 後,実 行 の運

　 び とな った。

　 　 また,日 本 エ ネル ギ ー経 済 研 究所 は,米 国 合衆 国連 邦 政 府 エ ネ ル ギ ー局 との

　 間 で,エ ネル ギ ー ・バ ラ ンス表 の 交換 を 行 うと と もに,今 後 の 継 続 につ い て も

　 話 し合 った。

(2)ニ ュ ー ヨ ーク ・タ イ ム ズ ・イ ンフ ォ メ ー シ ョン ・サ ー ビス社 の全 世 界90紙

　 誌 の 記事 抄録 デ ー タ バ ンク を記 事 情 報検 索 シス テ ム に よ り使 用 実 験 を行 っ た。

　 これ は,パ イ ロ ッ ト ・シ ステ ム開 発 研 究 と して 進 め て い る 文章 情 報 シ ステ ムの

　 開 発 お よ び デ ー タベ ース作 成 に 有 効 な 資 料 と して利 用 され た 。

(3)海 外 情 報 と して,入 手可 能 な 磁気 テ ープ ・デ ータの リス トお よび,情 報 提供
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　 サ ー ビス 業者 の 提 供 す る デ ータ ベ ー ス に つい て,内 容,利 用 条 件等,資 料 を 入

　 手 した 。

(4)国 際 機 関,主 要 国政 府 の情 報 サ ー ビ ス の内容 及 び情 報 提 供 条 件等 の 資 料 を 入

　 手 し た。
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3.情 報 ネ ッ トワ ー ク の 基 本 構 想

3.1　 基 本 的 な 考 え方

　 産 業 団体 の 多 くは,既 に団 体 独 自の 情 報 収 集 活 動 に加 え て,関 連 産 業 団 体 や 官

庁,JETRO等 の政 府 関係 機 関 の 情 報 収 集 活 動 を有 効 に 利 用 して い る。そ の意 味

で は,産 業 界 に お け る情 報 ネ ッ ト ワー クは,極 め て 広 く形 成 され て い る もの と認

識 され るが,産 業 別 情 報 拠 点 の 普 及 ・定 着 に伴 って,よ り有 用 な情 報 入手 利 用 の

た め に,拠 点 相 互 が 有 機 的 に結 合 し て い く とい うよ うに情 報 ネ ッ トワ ークを,量

的 に も質 的 に も拡 大発 展 させ て い く こ とが必 要 で あ ろ う。

　 い ま,こ の情 報 ネ ッ トワー クを① 産 業 間 ネ ッ トワ ー ク,② 政 府 一 産 業間 ネ ッ ト

ワ ー ク,③ 海 外 一産 業 間 ネ ッ トワ ー ク とい う3つ の 類 型 に分 け て 考 えれ ば,図1

-3に 示 す よ うなつ なが りの も とに,そ れ ぞれ に つ い て,次 の よ うな 発 展 方 向 が

考 え られ る。

　 第1に,産 業 間 ネ ッ トワー クに つ い て は,既 に,か な りの産 業 団 体 間 で 情報 の

流 通 ・交 換 が な され て い る とは い え,今 後,新 たな 情 報 交 換 を必 要 と して い る産

業 団体 も多数 あ る。 従 って,今 後 拡 大 の 余 地 は充 分 あ る もの と考 え られ る。

　 第2に,政 府 一産 業間 ネ ッ トワ ー クに つ い ては,今 後 は,公 共 的 デ ータの 磁 気

テ ー プに よ る 入手 に よ り コン ピュ ータ の能 力 を活用 した,よ り高 度 な 段 階へ の 移

行が 求 め られ る。

　 ま た,第3の 海外 一産 業 間 ネ ッ トワ ークに つ い て は,現 在,そ の 整 備 が 最 も遅

れ て い る分 野 で あ り,早 急 に 整 備 す べ き分 野 で あ る と考 え られ る。
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3.2　 ネ ッ トワ ー ク の 具 体 的 な イ メ ー ジ

　前項 で,情 報拠点 が発展過程で形成す る情報 ネ ットワークを,3種 の類型 に大

別 したが,さ らに問 題点 を掘 下げ るために その具体 的なイ メージ化 を行 うな らば,

概ね次の とお りであ る。

(1)産 業間 ネ ッ トワークは,a.会 員企業 との間 に形成 される もの,　b.関 連 団

　体 との間の もの とに分け られ,前 者は,自 主統 計 などの調査票に よる情 報収集

　と団体側 か らの 報告 とい う形態で情 報が流通 す る。 これに対 し,後 者の場 合は,

　例 えば事務機械 産業の 団体 では,部 品 メーカ団体 や流通 業団体 との間 で生産 や

　販売 に関 す る情 報が,ま た,需 要 サイ ドの情報 入手の ために利用者 団体 との間

　で情 報交換 が進 め られ る。また,プ ラン ト輸 出産 業団体 で は,プ ラン トメ ーカ

　団体,エ ンジニアリング業 団体,商 社団体,金 融 団体等の関連団体 との間で密接

　な連携 を強化 し,広 範 な プラ ント関係 の情報の収集 整備 につ いての分業体制 を

　確立 し,相 互 に情報 交換 を行 お うとす るものであ る。

②　政府 一産業間 ネ ッ トワークについては,産 業 団体 にお ける政策 課題の情報 ニ

　ーズに対す る基礎情報 として,マ クロ経済 情報 や産業 別地域 別情報等 の政府統

　計,産 業振興施策 や諸 制度 ・各種規制 等の政府情 報は,重 要性が 高い。 このた

　め,政 府 情報 の入手 をね らい と した ネ ッ トワークが産業団体 と省庁 との 間で形

　成 され るもの であ る。 政府情報は,省 庁のほか,省 庁の委託 によ り国民へ の資

　料 や情 報提供 を行 ってい る機関,例 えば政府 刊行 物 セ ンター,各 省 外郭団体 な

　どを通 じて行われ てい る。 これ らの機関 もネヅ トワークを構 成す る一員 となろ

　 う。 とくに,政 府 情報 は,各 産業団体の基礎情 報 として,共 通 性が高いの も特

　徴で ある。 したが って,政 府 とのネ ッ トワークも共同利用 の形 態 を考 えた もの

　が形成 され ることが 望 ま しい。

　　本 ネ ッ トワ ークは,産 業 団体 の情報入手 を主 目的 としてい るが,こ れを利用

　 して,産 業団体の 自主 統計等 の調査結果 を提供す る場 と しての利用 も考 え られ

　 る。特 に,多 様 化す る産業活動に対応 した政府施策 をキ メ細かに実行 してい く
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　 には,産 業側の詳 細な情 報が 必要であ る。この面 で・産業 団体が整備 す る基礎

　情報 を利用 して,政 府に 加工提 供 してい くことが新た な機 能 となろ う。

(3)海 外情 報 ネ ッ トワー クは,産 業 や会 員企 業 にお け る国 際 化 に 対 応 して,海 外

　 の 基礎 情 報 の 入手 整 備 をね らい に,a海 外 情 報 の提 供 サ ー ビスを 行 う国 内機 関 ・

　 b海 外 の 情 報 提 供機 関 との 間 で 形 成 され る もの であ る。

　 　 国 内機 関 と しては,日 本 貿 易 振 興会(ジ ェ トロ),国 際 機 関の 在 日事 務所,

　 各 国 在 日 大使 館,調 査専 門機 関 な ど,ま た,海 外 の機 関 と して は,国 際機 関 の

　 情 報 サ ー ビス部 門,各 国 政 府 情 報 サ ー ビス部 門,デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス企 業,

　 調査 専門機 関な どが挙げ られ る。

　　 海外情報 の ネ ッ トワークについ ては,現 在最 も遅 れ ている分野であ るが,情

　 報 の所 在や 内容 レベル等相 手国事情 によ るところが 大 きい こと もあ って,産 業

　 団体 の努 力のみでは,形 成発展 を期 しに くい側 面が ある。 このため,既 存の 海

　 外情 報 サー ビス機 関の発展 充実 に合わせ て,積 極 的 に活用 を図 るとと もに,産

　 業 団体間 で共 同の利益 に な る領域 については,協 力体制 をと って,ネ ッ トワー

　 ク化 にあた る必要 があ ろ う。

金
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3.3　 磁気 テープ によ る情 報流通

　産業 別情報拠点の情報整 備 を目的 として,ネ ットワ ークの必要 性 と基本 的な構

想 を提 案 したが,産 業 団体 側 に,磁 気 テ ープに よ るデ ータの 入手 ・提 供 に つ い て,

情 報 対 価 意 識 や 提 供 ル ールな どに 対 す る統 一的 な考 え方 が 固 ま って い ない 。 これ

らの問 題解 決 が ネ ッ トワー クの 発 展 に と って要 件 で あ る。

　 産業別情 報拠 点は,会 員企 業の情報化 を支援 して,共 通 情 報の整 備 ・提 供サ ー

ビス を行 う こ とに な る。 産 業 団体 は 既 に印 刷 物 や 会議 資料 等 何 らか の方 法 で,情

報 流 通 が 行 わ れ て い るが,コ ン ピュ ー タ読取 可能 な媒 体,例 えば 磁気 テ ー プに よ

る提 供 とな る と皆 無 に 近 い 。 また,コ ン ピュ ータ利 用 が進 ん で い る団体 にお い て

も,内 部 業務 処 理 を主 目的 と した デ ー タ蓄 積 と磁気 テ ー プ化 で あ って,外 部提 供
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に つい ては,殆 ん ど とい って よい ほ ど考 え られ て い な い。

　 こ の た め,磁 気 テ ープ に よ る外 部 へ の デ ー タ提 供 につい て の配 慮 が 望 まれ るが,

その 提 供 範 囲,提 供 内容(全 部 か,一 部 のみ か,統 計 デ ータか,個 別 デ ー タま で

含 む の か 等),提 供 に 伴 う費 用 と その 負 担 方 法,情 報の 対 価 等 の ル ールや 考 え 方

を 了 じ め 設定 して お く こと に よ って,担 当 者 の 判 断 が 容 易 に な る。

　 一 方,外 部 情報 の 入 手 に つ い て も,同 様 の 問題 が あ る。 情 報 入手 は,購 入方 式

が 望 ま しい が,団 体 予 算 に 限度 が あ る こ と,ま た,重 要 な デ ー タで あ って も対 価

算定 基 準 が 曖 昧 で あ る こ と等 か ら,情 報 の 交 換 方式 が 話 合 い の 場 に 出 され るが,

入 手 側 に,相 手側 に お い て 利 用可 能 な デ ータが 提 供 で き る か とか,交 換 す る情 報

の価 値 に 対 等 方 式 が成 立 す るか等 の問 題 が生 じ る。

　 デ ータ の 高 度 加 工 利用 に お い て は,有 効 な デ ータの 整備 が 必 須 で あ る。 と くに,

産 業 団 体 が 作 成 す る産 業 情 報 は,団 体 相 互 に補 完 関 係 にあ り,例 え ば,素 材 産 業

に とっ て,加 工産 業 の情 報 は,需 要 動 向情 報 と し て,ま た反 対 に 素材 産 業 情 報 は,

素 材 の 性能 や 資 材 確 保 の た めの 情 報 と して利 用 さ れ る。従 って,各 産 業 団体 は,

自 己 の 情 報 整 備 を優 先 しな が ら可 能 な 限 り,磁 気 テ ープ ・デ ー タの外 部 提 供 に 関

す る内 規 等 を完 備 す る と と もに,外 部か ら の入手 に つ いて も,情 報 の 対 価 意 識 を

醸 成 し,デ ー タの 高度 利 用 を図 る必 要 が あ る。
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4.今 後 の基盤 整 備

　 3カ 年 にわた る調査研究 の結果,産 業団体 にお いては,産 業別情報拠 点 と して.

期待 以上の効 果が得 られた が,今 後 さ らに発 展 させ るためには,次 の事項 につ い

ての・基盤 を整備す る ことが要請 され る。

(1)産 業 団体にお け るシステム運用上の課題

　 a.情 報の管理体制 の確 立

　　　 産業団体 におけ る情報処理 に 関 して は,そ れ が コンピュータを用 いた情報

　　 処 理で あるか否 かを問 わず,そ の管理 に慎重 な配慮が加 え られ なければ な ら

　　 ないことは言 うまで もない ことであ る。一般 に情報の管理に 関 しては,ル ー

　　 ズな管理体制 の下で秘扱 い情報 の漏出が発生 した り,ま た これ を恐 れて全体

　　 に実体の と もなわな い管理体制 が とられた り,ま た情 報の私有化 によ り,一

　　 賛 した管理が行 われ難 い等 の問 題が応 々に して生 じる。 これ らの問 題はいず

　　 れ に して も当該組織 の内部 におけ る情 報管理体 制 の確立 に よって解 決 してい

　　 くべ き問題 であ る。

　　　 特 に,各 種の 自主統 計 な どの処理 が機械化 され,そ の結果,個 票 デ ータが

　　 磁気 テ ープ等 に記録 され るようになると,従 来は異 な る担 当者 が処 理 してい

　　 たため に組 み合わせ利用 が不 可能 であ った情報 も,容 易 に組み 合わせ て新 し

　　 い情 報 を引 き出す ことが 可能 となるな ど,新 しい問題 も発生 す る。

　　　 こうした こ とか ら,例 えば 日本鉄鋼連 盟では,情 報の 磁気 テ ープによ る公

　　 表 及び公表の範 囲等 の決定 権 は,情 報の 主管部署 にあ る ことを明記 した`ぐ情

　　 報利用管理 に関 す る基本原 則"を 定 め,運 用 してい る。

　　　 これは機械化 し,磁 気 テ ープに よ って保持 している情報が無制限 に公表利

　　 用 され ることに対す る歯 止め として定 めた原 則である。

　　　 今後情報 システ ム運用 を開始 す る各団体 において も,そ の処 理の本 格化に
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　伴 い,こ うした管理,運 営 の原則を定 めてい く必要 があろ う。

b.情 報分析力の蓄積

　 '産 業団体 が会員企 業等に提 供す る情 報の価値 は,情 報 それ 自体 として価値

　を有す るのは もちろん のこ とだが,そ の情報によ って可能 とな った分析結 果

　の質 によ る面 も大 きい。

　　最終 的には,「 どのよ うな分析 を加 え るか」は会員企 業の問題 であ り,そ

　こに こそ各企 業の ノ ウハ ウが発揮 されるべ きであるが,提 供 す る情報 の質 を

　不断に向 上 させ,そ れを維持 してい くためには,会 員へ の情 報提 供者 た る産

業 団体 も,自 ら豊富 な分析 力 を もち,自 らの保有する情報 の提 供 に際 して的

確 な分析 を加 えてい くよ う努力す る必要が ある。

　　そ して,そ のために は,産 業 団体 内部 にお いて も当該政策 課題 に対処 して

　いる部署 と,情 報処理 部門が密接 な連携 を保 って課題 に対処 しなければ な ら

　ない。当該 部署 は,課 題に対処 す るノ ウハ ウを持 ってお り情 報処理部 門は情

報処理 に関す る ノウハ ウを持 ってい る。 しか しなが ら,い かな る場合 で も情

報 処理部門 が適 切に 当該課題 に対 して,的 確な対処 をす ることが で きるとは

限 らない。 それ は,分 析す べ き情報 が蓄積 され ていない場 合 や,分 析 すべ き

　ノウハウを持 っていない場 合があ るか らであ る。

　　したが って,ユ ーザ部門は先 行的 ニ ーズを情報処理部門 に伝 え ることが重

要 であ り,情 報処理部門は,そ の先 行的 ニーズを受け とめ,情 報の蓄積 と分

析 の ノウハウを持 つことが重 要であ る。

　　また,こ れ と同時 に,情 報処理技 術の ノウハウと,情 報分析 に 関す る ノウ

　ハ ウを併 せ もつ専門的 人材 を意識 的に養成 し,産 業団体 の情 報サ ー ビス機能

の中核 的役割を果た して い くよ う,必 要な体制を組 む ことが長 期的 には重要

　な課題 とな るであ ろ う。

c.会 員企業 の理 解 と支援

　 産業 団体の情報 サー ビス機能 に対す る会員企業の理解 と支援 の問題 で ある。

産 業団体の 情報サ ービス機 能 を強化 す ることは,各 会員企 業に とって,全 体
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　としては,情 報収集 コス トの低減 に役立つ と共 に,よ り広範 な情報網を形成

す る上で必要不 可欠な条件であ る。

　 本調査研究事 業では,ひ とつの パイロ ット・システムを開発 し得たに過 ぎ

な いが,こ の よ うな情報 システムの開発 には,一 般的 に言 ってか な りの先行

投 資 を必要 とし,効 果が初 期の段階に おいては容 易に表面化 しない もので あ

　る。従 って,こ の よ うな情報 シス テムの開発 に対 す る会員会社 の評価を保持

　し続 け ることは容易 な ことではな い。

　　この問題 の解 決 には,当 然 なが ら業界 全体 の全 面的,積 極 的な支援体制 が

不 可欠 であ るが,そ のためには 産業団体 が,本 来 非営利 団体 であ り,そ の情

報処理 が会 員会社 の プランニング情報に対 す る支援 と業界 全体 の政策 立案 へ

の寄 与 との両機 能 を有す ることを関係者 に十分理解 し て もらうことが必要 で

　あ る。

　　そ して,こ のよ うな理解 に基づ く十 分な支援 が得 られるな らば,産 業 団体

　の情報 サ ー ビス機能 もまた充実 す るとい う好循 環が形 成 され るであ ろ う。

d.コ ピーラ イ トの問題

　　産 業団体におい ては,業 界内の統 計集 計 を中心 とす る会員 会社への情報 サ

　ー ビスか ら,磁 気 テ ープに よる外 部情報 の入手利用 を積極 的に推進 しよ うと

　す る段 階 にな ると,情 報の管理 の問題に関連 して,今 まで経験 す ることのな

　か った様 々な問題 が,対 組織 内外 の関係か ら発生 す る ことに注 意 を払 う必要

　が ある。

　　産業団体 が 入手 した情 報は,原 則 的には会員 会社 と事務局の共有の情報 と

　 して認識 され るべ き ものであ るが,こ の よ うな産 業団体の組織の性格が 十分

　に認識 されず に,先 方か ら コピーライ トに関連 して会員会社への情報提供 に

　 つ いて制約 を受 け るような場 合があ る・。

　　各産業団 体に おいては情 報源の確保 とい う観 点か ら,問 題の ある情報 につ

　いては概ね 次の よ うな措置を講ず る必要 があろ う。

　① 　 オ リジナル情報の提供は行わず,作 表 プ リン トサー ビス しか行わな い。
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　　② 各産 業団体が持 っている当該情 報の利用 の ノウハ ウ等 に よって原 デ ータ

　　　 を大幅 に組 替え,オ リジナ リテ ィーを持 た せて情報 サー ビスをす る。

②　政 府の支援

　 a.情 報 産業振興施策 との関係

　　　本 調査 研究事 業の 目的 とす る 「産業 団体 を拠点 とした情報 セ ンター育成」

　　は,専 業者 としての情報産業振興 を目的 とす る情報産業振興施策 に とって も,

　　重要 性を有す る ものと思われ る。 それは将 来 における情 報 サ ー ビス産業 の母

　　体,核 と して,或 いは いわゆ るデ ータベ ースプ ロデューサ ー として,産 業団

　　体 に期待 すべ き役割は 大きいか らであ る。今後 デ ータベ ース産 業や情 報 サ ー

　　 ビス産業 の分野 に進出 が予想 され る企業 群 としては,調 査機 関,出 版 ・報道機

　　関等の従来型 の情 報産業 に属す る各企業群 が考 えられ るが,産 業情 報の取 り

　　扱 い に長 い経験 と知識の蓄積 を もつ産業団体 もまた,今 後の情 報 サー ビス産

　　業部 門へ の参 入 を期 待 して もよいのではないだ ろ うか。

　　但 し,産 業 団体の行 う情報活動はあ くま でも会員企業に向け られた非営利 の

　　事業 活動で あ り,今 後 と もその性格は変 化 しな いのであるか ら,産 業団体 の

　　行 う情報活動 が その まま情報サ ービス産業 とな る訳ではない が,産 業団体 に

　　おいて蓄積 され た ノウハウやデ ータその ものは,将 来 にお け る情報サ ービス

　　産業 の母 体や中 核 とな りうる もの であると言え よ う。

　b.産 業情報 の提 供主 体 としての政 府の役割

　　　産業 別情報拠 点の育 成を図 る上で政府 の果たすべ き役割 は,産 業情報 の最

　 大の保 有主 体 として,そ の もつ情 報を有効 に産 業界に提供 す ることである。

　　　言 うまで もな く,官 庁統 計 をは じめ とす る政 府保有 データは国民の共有財

　 産 として国民,産 業界に還元 され るべ き性格 の ものであ り,ま た,特 に産 業

　 界 におい ては経営 活動 に不可欠な情報資源 と して 有効 に活用 され るべ きで あ

　　る。

　　 実 際現 状にお いて も,情 報処理 システムを介 して提供,還 元 されて い ると

　 否 とを問わず,官 庁統計 をは じめ とす る政府保 有 データは個 々の省庁 の窓 口

一39一



を通 じて 有 効 に 利 用 され て い る。 その 実 態 に つ い ては 「産 業 別情 報 ニ ー ズ調

査 」 に お い て具 体 的 に 述べ られ て い る。 も ちろん,提 供 情 報 の 内 容,提 供 方

法 に つ い て は同 調 査 に お い て 指 摘 され てい るよ うに様 々な質 の 高 度 化 ・改 善

が 望 まれ る 分野 が 多 い が,今 後 に お いて は,利 用 者 サ イ ドの 受 け 皿 と しての

産 業団 体 にお け る利 用 シ ステ ムの 高 度 化 と相 ま って,各 省 庁 と も,こ の 面 で

の努 力 を続 け て い く必 要 が あ ろ う。

亀
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付表1　 　 政策課 題 と必要情報(1)

産業 ①　プラント輸出 ②　事 務 機 械

産業
団体

、

日本機械輸出組合 (社)日 本事務機械工業会

1.国 際 経 済 ・金融動 向 1.産 業 構造政策

2.国 内経済政 策 ・今後の産業構造の変化 と事務機械

産業政策 あ り方

国内政治 ・経 済 ・金融対策 ・業界再編成

政 3.プ ラ ン ト需要動向 ・設備投資問題

4.国 際 経済力 ・景 気変動

策
プラン ト輸出産業構造強化策

競合国プラント輸出動向

2.需 要 供給対策

　 ・長期 ・短期 の需給見通 し(海 外 ・
.

価格 ・非価格競争力強化 ・機種別流通問題

課 技術開発 ・技術輸出 ・機種別需要構造の変化

■
5.輸 出 金融 3.海 外 問題

題 輸出金融制度動向 ・輸出市場の拡大(短 期的1ζは輸出

国際金融調達 ・海外立地(現 地生産)問 題

の 6.契 約 ・為替 リス ク対 策 ・発展途上国対策

保険引受限度枠確保 ・長期的にみた国際競争力

輸出税制 4.技 術 関係
概 ・

各種 リス ク対策 ・自主技術開発力

7.輸 出 関係法規 ・標準化問題

括 貿易為替管理 ・技 術交流

輸出手続簡素化 5.企 業 経 営 ・その他

8.輸 出 市場対策 ・経 営基盤の安定 ・強化

政治 ・経済 ・国際収支動向 ・金 利負担軽 減 ・

輸入制限,保 護貿易,国 産化対策 ・税制問題

為替,貿 易管理,商 法税法
1.国 内 需要予測

二国間貿易問題
生産,出 荷,在 庫,輸 出入,国 民

政 新規市場開拓
●

策

謀

　　中進国の新規市場参入

9.競 合国対策

　　輸出関係法規,金 融保険制度

　　主要経済指標,事 業所数

2.各 国別需給状況

　　生産,輸 出入,国 民総生産データ

題 競合企業対策 動向,経 済動向

と 1α　経済 ・技術協力海外投資

必
経済 ・技術協力

国際金融機関
要 海外投資

情 11.国 際 協調

報 国際水平 ・垂直分業

12.運 輸 ・流 通
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政策課題と必要情報　②

産業 ③　建 設 機 械 ④　電 子 機 器

産業
団体 (社)日 本産業機械工業会 (社)日 本電子機械工業会

1.揺 らん期(昭 和20～30年 代) 1.国 内 基本 ・需給 ・技術

殿振法に基づ く 「鉱山機械および土木建 技術革新 と需要構造変化への対応

設機械製造業振興基本計画(36～39年)」 業界の環境変化のは握

の目標達成,内 外需要増大への対応 需要の創出と未成熟分野の振興
政
2.成 長 期(昭 和40年 代) 業界の責任遂行

第3次 機振法における土木建設機械製造 業界規模による合理化

策
業の合理化計画に基づ く 「生産品種調整の 著作権の問題

実施」 と 「割賦販売条件の正常化」実施 工業会機能の強化

課
3.成 熟 期(昭 和50年 代)

一般事項

・環境 保全1ζ ともな う公 害の規制 2.資 源 エ ネ ル ギ ー

題 ・労働災害か らの人命の安全性確保 3.安 全 ・環 境

4.今 後 の課 題 4.消 費者

の ・国際的調和の考慮 5.海 外 ・貿易

・内外市場情報の収集 ・整備

概

括

(国 内情報) (国 内情報)

1.ユ ー ザの企業行動 1.国 内 基本

政
2.　 リー ス ・レ ン タ ル 業 の 動 向 経済計画,国 民所 得.金 融,財 政,企 業

策
3.建 設 工事 の動 向 経営,物 価,そ の他

課 4.技 術 開発 2.需 給

題 5.内 的基本統計の整備 産業活動全般,.関 連,設 備,投 資,電 子

と (海 外情報) 3.技 術

.必
1.輸 出 におけ る情報(事 前情 報)

一般,電 子

要
2.　 海 外生産におけ る情 報(") 4.資 源 エ ネ ル ギ ー

情
3.海 外 進出におけ る市場別情報 5.消 費 者 ・安全 ・環境

(海 外情報)
報 ・

1.海 外 ・貿 易

2.電 子
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▲

■

政策課題 と必要情報　(3)

産業 ⑤ 　 コ ン ピ ュ ー タ ⑥　石 油 精 製 業
産業
団体 (社)日 本電子工業振興協会 (財)日 本 エネルギー経 済研究所

1.コ ン ピュー タ産 業の基盤強 化 1.原 油 輸入

ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ ト ウ ェ ア の 研 究 開 発 原油の地域分散化

メ ジ ャ ー ズ ・ ル ー トの 確 保

促 進.ア プ リ ケ ー シ ョン ・ シ ス テ ム 化 の 促
産油国 との直接取引

政
進,資 金 確保,要 員 の確保 原油開発

策
2.標 準化 の促進

　　国際情報収集体制の整備

2.石 油精製

3.情 報 化 の促進 重質油分解

課
4.技 術開発 の促進 　　省 エ ネルギー対策の推進

3.流 通 ・備蓄
5.経 営体質の強化

パ イプラインの促進

題 6.国 際 的展 開 鉄道輸送力の増強

7.海 外情報化協力
内航 タ ンカー ・ロー'リーの大型化推進

油槽 所の適 正配置
の

緊急時対策

備蓄対策

概 4.環 境 ・立 地

保安防災対策

環境保全対策
括

立地確保対策

5.経 営 ・税 制

石油税収の使途

企業税制特別措置

石油精製における企業体質の強化

1.産 業 構造,供 給,販 売,技 術開発,標 準 〈 デ ー タ ・ ニ ー ズ 領 域 〉

化,技 術提携 1.国 際経済情勢 と原油の国際的流通分野

政 2.輸 出.通 貨,海 外市場,投 資,環 境,情
2.国 内経済情勢 と石油製品需給分野

策 報化協力
3.最 適 精製 パター ンと国内流通分野

4.緊 急 時対策

課 3.部 品 材 料,レ ン タ ル バ ッ ク 〈対応する必要情報〉 ・

題
4.公 害,工 場 立地 L　 石 油供 給,需 給,石 油製品需給,価 格,

5.企 業 経 営`定 常業務 需給見通し,投 資,企 業経営

と 2　 需 給 見 通 し(ガ ソ リ ン,ナ フ サ,ジ ェ ッ

必 ト,灯 油,軽 油,重 油,LPG)に 対 応 す
入

る情報
要

3.重 質 油分解技術,公 害規制.NOx発 生

情 量,公 害対策設備

報
原油埋蔵量.生 産 量.価 格,輸 入.在 庫

精製.精 製設備.原 油製品貯蔵.輸 入 在 .

庫,需 要,輸 送

4.消 費 抑制,IEA情 報,備 蓄
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政策 課題 と必要情報　(4)

産業 ⑦　化 学 工 業 ⑧ 繊　　維

産業
団体 日本化学工業協会

日本繊維協議会

政策 ・行政の潮流,化 学 工業界の対応姿勢と (現 状)・ 輸出の不振

課題 はオ イル シgッ ク前 後で 「育成か ら規制
・国内需要の停滞

へ」,「 量の化学か ら質 の化学 へ」 と転換 し ・輸入 の増加

政 て きた。今 後の課題 は以 下の とお り.' (対 策)7・ 消 費者指 向の明確化

策

L　 危険物対策,環 境 ・保全等の社会的要請

に基づ く安全性確保問題

48年 　　・全産業的な生産の合理化'効 率化
　 　 　 ぐ

提　言　 .ア パレル産業の振興

2.業 界 レベルでの技術研究開発の推進 ・・事業転換 の円滑化

課 3　 資源 ・エネル ギー,諸 原料 の料金制度の

　改善
53年∫:竺 當 鑛展
延長答申

題 4　 物流問題
・・生産 と流通 の協調的発展

5.海 外投資

の 6.企 業 経営,労 使問題

概

括

1.化 学 工業一般 1.商 品 企画情報

2.産 業 構造 ・組織 2,生 産 管理情 報

政 3.資 源 ・エ ネ ル ギ ー 3.販 売 管理情 報

策 4.輸 送 ・流 通 4.在 庫 管理情 報

課 5.立 地 ・環 境 ・安 全 5.繊 維 需要情 報

題
6.研 究 開発 /売 り場情報

と
7.海 外問題

8.企 業 経 営 ・労 使問題

ファ ツシ.ン 情 報

.市 場調査情 報

必 販売員か らの情報

要 ㌧海外情報

情

報
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,

政策 課題 と必要情報　(5)

産業
団体

政

策

課

題

と

必

要

情

報

　経 済全般

　経 済計画,国 民 所得,金 融,財 政,企 業,

経 営,設 備投 資,流 通,輸 出,物 価,貿 易,

国際 収支,人 口,労 働,海 外協力,そ の他

　 産業 活動

　産業 活動全般,鉱 業,エ ネルギー　 建設.

生 コンクリー ト,セ メ ン ト2次 製品,そ の

他

　 セメ ン ト産 業

　燃料,原 料,資 材,生 産,設 備,需 要,

流通 輸送,技 術,公 害 ・環境,企 業,財 務.

経 営,労 働,安 全

　海外情 報

　統計.情 報,資 料

全日本印刷工業組合連合会

　　業界構造対策

　　需要対応策

　　料金適正化対策

4.経 営合理化対策

5.税 制.金 融,法 規対策

6.原 材料問題

7,技 術問題

&　 労務問題

9.教 育訓練問題

10　公害 ・環境問題

11.国 際競争力

　　業界構造

　　需要 マーケット

　　印刷料金

　　経営合理化

　　原材料機器

6.技 術

7.労 務

8.教 育問題

9.公 害 ・環境

10.国 際競争力
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付表2　 SIS時 系列統計 デー タベ ース整備状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (昭和55年12月 現在)

統 計
コード 統　計　名 概　　　　　　要 項　目 系 列 数 レコー ド数 備　　　考

鉄鋼統計委員会が実施する業 昭和49年1月 よ

鉄鋼受注統計 界の自主統計 ・鉄鋼製品の各
品種について用途別 ・地域別

りサービス開始

サービス範囲は

の受注実績を示す 当分の間統計報

告会社とする。

A

1

普通鋼
　用途別
受注統計

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

普通鋼製品を中心とする品種
別 ・用途別受注統計　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・

(昭和43年4月 データより)

91品 目

117用 途
6,980 55,585

2

特殊鋼
　用途別
　受注統計

特殊鋼製品の鋼種 ・形状別,

用途別受注統計
(昭和43年4月 データより)

119品 目

117用 途
7,486 49,893

3

普通鋼
　地域別
　用途別
　受注統計

普通鋼製品を中心とする品種
別.地 域別,用 途別受注統計

(昭和39年 度上期データより)

91品 目

24用 途

48地 域

48β49 416,098

,

1

通産省の生産動態統計である 昭和52年6月 よ

鉄 鋼 月 報 「鉄鋼月報」と定期干断 物 りサービス開始

鉄鋼統計月報 「鉄鋼統計月報 」に基づく全

B
国計のデータ

鉄鋼月報の調査票(そ の1～
、

12お よび生産内訳)に 基づく.

1 鉄 鋼 月 報
全品1目の受払(生 産,消 費,

出荷.在 庫等)お よび生産内
387品 目 2,432

訳,消 費内訳等のデータ

(昭和47年1月 データ より)

z

>22
,947

鉄鋼統計月報の様式に基づく
一部品目の受払 ,生 産内訳,

2 鉄鋼統計月報 消費内訳等のデータで上記鉄 83品 目 535

鋼 月報データを補充す るもの
,

'(昭 和47年1月 データより)
ノ

大蔵省が発表する通関実績の 輸出 SITC SITC 昭 和52年6月 よ

C 1 通 関 統 計 中から鉄鋼製品および原材料 235品 目 46,557 151β32 りサービス開始

等の輸出入の実績データ　 　. 鰍 BTN BTN

(昭和45年1月 データより) 267品 目 56,169 159,965

米国商務省が発表する通関実 昭和53年4月 よ

2 米国輸入統計
績の中から鉄鋼製品および原
材料の輸入を抽出

250品 目 123,575 211,040
りサービス開始

印刷サービスの

(昭和47年1月 デ ータより) み
シ

建設省が発表する着工床面積・ 構造別に 昭和52年9月 よ
D 建 築 着 工 統計より着工床面積のデータ 45用 途 りサービス開始

1 を用途および使途別,構 造別 8使途 318 2,704

統　　　 計 に収録 7構造 、

(昭和47年1月 データより)
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付表3　 電子計算機 関連統 計一覧表

統計 ・調査名 実施機関 調査内容(概 略) カパレ

ッジ 靱鶉 購 調査頻度

①生産動態統計 通　産　省 電算機および関連装置の機

種別生産 ・出荷状況

○ 32年 ～ 月

②通関統計 大　蔵　省 電算機および関連装置の機

種別輸出入状況

○ 〃

③納入下取調査 通　産　省 汎用 電算機 の型 別 ・産業別
・地域別納入 ・実働 ○

32～47年 度 半　　期

48年 度 ～ 4半 期

④ ミニコ ンピュータ使

　用状況調査

〃 ミニコ ンの産業別 ・用 途別

納入 ・使用 状況

○ 44年 度 ～ 年　　度

⑤ オ フィスコ ンビュー

　 タ出荷状況調査

日本電子工

業振興協会

オフ ・コンの クラス別 ・産

業別 納入 ・使用 状況

△ 49年 度 ～ 〃

⑥ プロセス制 御用 コン

　 ヒ。ユ一夕利用状況調査

〃 プロコ ンの業種別 用 途別 ・

納 入 ・利用状況

△ 50年 度 ～ 〃

⑦ ミニコ ンピュータ利

　用状況調査

ノノ ミニ コンの クラス別 ・業種

別納 入 ・利用

△ 51年 度 ～ 〃

⑧ マ イ ク ロ コ ン ビ.ユー タ

　 動 向 調 査

〃 マイコンの需要動向(販 売

額分野別利用)

△ 49年 度 ～ 〃

⑨周辺端末装置 出荷状

　況調査

〃 周辺端末装置の機種別出荷

状況

△ 47年 ～

注　 カバ レッジ　 ○印は全 メーカを調査 対象,△ 印は全 メーカを調査対象 と してい ない。

■
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付 表4 海外情報調査訪問機関

〈 昭和54年 度 ヨ ー ロ ッパ 班 〉

フ'ラ ン ト関 連 の 調 査 先

　 ・　　　　　.

　.　 Overseas　 Project　 Group　 of　 Departrne　 n　t　 of　 Trade　 (イ ギ リス)

　　　 .British　 Overseas　 Tradg　 Board　 (イ ギ リス)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

　　　Process　 Plant　 Association　 　　 (イ ギ リス)　 　　　 ∵'

　　　 F・d・rati。 ・.　des　 l・du・t・ies　 Mecaniques　 eしT・ …f・m・t・ices

　　　 des　Me　taux=FIMTM　 (7ラ ンス)

　　　Technip　 　　　　　　　　　(7ラ ンス)

　　　Creusot-Loire　 Entreprises　 (フ ランス)

　　　Export　 CreditGallanty　 Departrnent=E.C.G.D　 (イ ギ リス)　 　 .

　　　Devy　 Intdraational　 Ltd(・ イギ リス)

　　　VereinDeutsihe　 Maschinenbau　 Austa1しen=VDMA(西 ドィ ッ)

　　　K!るckner　 Industrie-Anlagen　 g.m.(西 ドイツ)

電 子 機 器 関 連 の 調 査 先 　 　 　 　 ・　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

[蕊 。Sll蒜:1:tl:h二:1:㌻1二(イ?'　 'J　x)

　　　Distribution　 et　 Publi6itざ 　(SECODIP)　 (フ ランス)

鉄鍋関連の調査先

L
業界

「

.lron　 aad　 Sしee1　 Statistics　 Bureau(イ ギ リ ス)

Ch・mp・e　 Sy・di・at・pe1・Sidξ ・u・giさF・ang・i・(・ ラ ン ス)

Wi・rtsc・h・As　 P　s・　e　re　 i　n　i　.v　 u・g　 8i・ea　 u・d　 SC・h「i・d　 u・ しri・(西 ド イ ツ)

International　 Iron　 and　 Stee1-.lnstitute==IISI(西 ド イ ツ)

共 通 の 調 査 先

Department　 of　 lndustry(イ ギ リ ス)

Organization　 for　 Economic　 Co-operation　 and　 Developrnent

=OECD(7ラ ンx)　 　 　 　 　 　 　 　 　.

E・ ・。pea・C。m・ ・ities=EC(ベ ル ギー 〃 セ77'h4)

Gese11,ch・ εt　 f6・r・f。 ・m・ti。 ・undD。k・ …t・ ・i・ ・ ニGID(西 ドィ'ク.

.

・
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〈 昭 和54年 度 ア メ リ カ班 〉

　　　　　　プラ ン ト関連の調査先
　 　 　 　 　 、

　　　 C-ELurmus　 Co.　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

　　　SVheelabrator-Frye　 Inc.

　　　 The　 Worl.d　 Bank　 　　　　　　　 '　　　　　　　　　　　・

電 子 機 器 関 連 の 調 査 完

[:ll:ti:㌔sl:ll{ご:sごa　 EIA

鉄鍋関連の鍔査完

America　 Iro【1　 and　 Steel　 Institute=AISI

ECOnomic　 Information　 Systems=EIS

Inヒeraatioaal　 Monetary　 Fund=　 IMF

繊蓑…麗 玉茎の釦嵩査 先

Sears　 Roebuck&Co.

Market　 Research　 of　 Corporation　 of　 America=MRCA

The　 May　 Depa .rtment　 Store　 Co.　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

Federsted　 Departmeat　 Stores.

Eastman　 Kodak　 Co.

KayScr　 Roth

Bokkie　 Brooks　 　　　　　　　　.

N.P.D.　 Research

SpringMills　 Inc.

Burlington　 Industrie3　 1nc .

Macys　 New　 York

Levi　 Strauss&Co.　 　 　 ・

'業 界共通
の 調査 先

System　 Development　 Corp・(S.D.C)

Lockheed　 Palo　 Alヒo.Research　 Laboratorv
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ●

Statisしical　 Office,　 United　 Nations

Chase　 E⇔nometricAssociates　 Inc .

Bureau　 of　 the　 Census,　 Department　 ef　 Comerce

－49一
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〈 昭 和55年 度 ア メ リカ班 〉

Oエ ネ ルギー関連の調査先

ヒ:二 二㌔㌻ 三_、 、一、、。_一 。。。,

O化 学 関連の調査先

o葵

Soc:ety　 of　 the　 P!asticε 　!ndusしry=SP!　 　 　 　 　 　・

Nationat　 Petroleum　 Refiners　 Association=NPRA

Chemical　 Manufacturers　 Association=CMA

Chemical　 Abstracts　 Service=CAS

界 共 通 の 調 査 先

New　 York　 Tirnes　 Information　 SerVice　 Inc.=NYTIS

Environtrtent　 Inforrnation　 Center　 !nc.=EIC

Department　 of　 Co㎜erce,　 National　 Tec2　 nical　 Infoロnatiρn　 Ser-

vice=NTIS

United　 Nations

、・

■

`
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ア 一 夕 ソ ー ス 情 報 処 理 進 展 段 階 作 成 情 報

PHASE　 1.　 (昭 和54年 度)一

資　料　収　集

　 (各 種統計)

　 A.　 プ ラ ン ト
『

　　 1.デ ー タベース作成

　　 2.各 種統計表の作成

　 B.機 　 　械

　　 L　 データベース作成

　　 2.各 種 統計表の作成

　 .-OECDプ ラ ン ト統計

　 ・

＼ 部会別撒 輸出統計(通 関)企　業　輸　出

実　績　報　告

1

`
口

　 PHASE　 2.　 (昭 和55年 度)
`

国　内　・　 外
一
ア ィ ス トリ ビ ュ

一 夕 利 用

一

岨 ㌔㌫ … 測作業

.　　　 2 .デ ー タベース作成(残 り分)

∠;;:1灘 鑑 告

1く プ・ン唯 受一 状況

　 一 文献情報 リス ト発行
海 外 駐 在 員
'報　　　　　告

巨 文輔 報処理・・テ・関川

`

委 託 請 訓
!B∵ 機デー三_作 成(_

　　　　　日本通関、各国国民所得)　

　　　　2.各 種分析、予測作業1

　　　　3.情 報ニーズ調査

　　　　　　情報ソー女、指標開発

　 世界機械輸出統計(OECD)

　 プラント輸出成約実績表

　 国 別プラン ト需要動向表,

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,

.部 会別機械 輸出動向

一 機械輸出見通 し

一 デ「 タベース作成

　文字情報の発行

　文献情報 リス ト発行

　各種貿易基礎デー タ提供

　オンラインサー ビス

　

現　地　調　査

PHASE　 3.　 (昭 和56年 度)

団　　体　　間

貸　料　交　換

L　 機 械、 プラン ト総合データベー

ス作業、 各種分析予測

2.機 械、 プラン ト文字情報 システ

　ム開発

3.各 産 業団体 との情 報交換 システ

　ムの確立

＼鑑 ∫㌫ 欝;蒜 供

海　外　情　報

交　　　　　換

PHASE　 4　 (昭 和57年 度)

1・ 機 械 ・ プ ラ ン ト輸 出 総 合 イ ン フ

　 ォ メ_シ ョ ン セ ン タ ー の 設 立

2.海 外 ネ ッ1ワ ー ク との 接 続

ミ 輸出現然 見通・情報

　 一基礎データ海外提供

付図1　 日機輪 の機械 ・プ ラン ト情 報化構想
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情　報　収　集 恒　情報の蓄積保存処理 情　報　作　成　 　 ,
、

'o会 　議　　　　　、

(理 事会、委員会、
　 国際会議)

。資料交換 及び購

　 入

麟騰

'。 分 類
、 整理 、計 算'

一 一ー一 一:「

コンビ　'手 作業

ユ一 夕

　 　 　 　 　 　 　 　 ・

じ:霞 〕

　 'テー プ
↓
　印刷 物

一 一 一'一 一

→蹴 ↓ 情　報　利　用

。海外 駐 在 員

O内 部調 査

(国 内、 海 外)

O外 部 委 託 調 査

(国 内、 海 外)

資 料 室

O研 究 ・分析

(シ ンクタンク的機能)

。会　 員

o政 策 決 定

o内 　 部

o官 公 庁

o一 　般
閣

付図2　 情報 の流れ(情 報拠点 と してのEIAJ)
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O

±

　　i:::::…今年Xの開発範囲
　　　 ◎各社配布資料
'　　 O協 会内部資料

各社報告月報類
協　会　ば　表　類

作　　藁　　頻　　度

一 一 一で 一 一 」一 一 ー 一 一 月 4綱 醐 暦年 会§†年 内訳
調

ー

ユ

　生産出荷在庫高

1月報

1'

1

生産出荷在庫高 ◎ O ◎ ◎ ◎ ◎
　 　 　 　 　 A

生産出荷在庫高(地 区別) ◎ ○ ○ O
1

'　　　 (通産行政地区別)
　 禽

○ ○ ○ ○ ◎
"

種類別生産高 ◎ O ◎ ◎ ◎

調

ー

2

都道府県別需要

合汗甥1飯売高月報

'　 出荷高 ◎
、

'　 在庫高 ◎

ク リンカー ・混合 用セ メント使用高 ◎

社則地区別工場外在庫高 ◎

調

ー

3

都道府県別種類

別販売高月報

月別 ク リンカー生産高 O ◎ ◎ ◎

5セ メン ト生産高　 　 一 O ◎ ◎ ◎

___一________1

1

1

1

l
l　 ＼

　 　 　 、

醸

都道府県別需要部門別販売高 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

'　 、　 (通 産行政 地区 別) O O ○ ○ ◎
調

1

4

需 給 月 報 社別地区別需要部門別販売高 ◎

・需要部門別販売高 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

'都 道府県別販売高 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

月別需要部門別販売高 O O O ◎
調

ー

5

セ メン ト出荷総

合 月報

9

.

都道府県別種類別販売高 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

社別種類別販売高 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

販売高調 ◎ ◎

需給総括表 ◎1調

　 '

　 6

貨車積輸送出荷

月報
輸送機関別出荷高A・B ◎ ◎ ◎ ◎ '◎

社別輸送機関別出荷高 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地区交流実績　総合 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

調

i

7　

'
汽船積輸送出荷

月報

'　　　 貨車 ◎ ◎ ◎ ◎

・　　　 汽船【1ポ ◎ ◎ ◎ ◎

"{2} ◎ ◎ ◎ ◎
、

　 　 　 　 ' '　 　　 　 トラ ッ ク ◎ ◎ ◎ ◎

調
1

8

トラヲク輸送出

荷 月報

'　 　　 その他 ◎ ◎ ◎ ◎

焼窯操業状況 ◎ ○ O ◎

原料 ・仕上粉砕機操業実績表 ◎

原料使用高 ◎ O O ◎

苧'

AgB

操業実績月報
工 石 こう受払 い ○

原単位　　　　(燃 料) ◎ O ○ ◎

・　　　　 (燃 料) ○ ○ ○ ◎

石炭 受入 ・消費 ・在 庫 ○ ○ ○ ◎

輸 出 協 力 会
重油　 　　 ' ○ O O ◎

電力調査 ◎ O O ◎

様 式別 ク リンカーt当 り焼成 用熱量推移 ○ ○ ◎

月別仕向地別輸出高 ○ O O ○ ◎

'社 別 ・工場別輸 出高 O ○ ○ o ◎

付 図3 セ メ ン ト協 会 の 統 計 諸 表 作 成 フ ロ ー
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